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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（1）連結経営指標等

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 平成20年１月

売上高（千円） － 185,175,381 182,879,691 － －

経常利益（千円） － 5,564,573 2,969,207 － －

当期純利益又は当期純

損失（△）（千円）
－ 2,136,820 △459,579 － －

純資産額（千円） 34,025,928 35,103,872 33,606,584 － －

総資産額（千円） 106,595,975 105,645,608 105,025,267 － －

１株当たり純資産額

（円）
991.11 1,023.12 979.73 － －

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）

（円）

－ 62.00 △13.40 － －

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円）

－ 61.88 － － －

自己資本比率（％） 31.9 33.2 32.0 － －

自己資本利益率（％） － 6.2 － － －

株価収益率（倍） － 26.9 － － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー（千円）
－ △10,261,573 4,042,226 － －

投資活動によるキャッ

シュ・フロー（千円）
－ △4,715,459 △4,524,288 － －

財務活動によるキャッ

シュ・フロー（千円）
－ 14,836,558 465,995 － －

現金及び現金同等物の

期末残高（千円）
－ 720,987 704,920 － －

従業員数

〔外、平均臨時雇用者

数〕（人）

1,094

〔3,273〕

1,090

〔3,412〕

1,064

〔3,497〕

－

〔－〕

－

〔－〕

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第16期は貸借対照表のみが連結対象であるため、該当事項のみを記載しております。

３．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。

４．連結子会社でありましたトイザらス・ドット・コム　ジャパン株式会社の吸収合併に伴い、第19期より連結

財務諸表を作成していないため、第19期以降の連結経営指標等は記載しておりません。
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（2）提出会社の経営指標等

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 平成20年１月

売上高（千円） 189,092,519 182,095,046 180,177,521 194,364,634 191,302,440

経常利益（千円） 8,788,536 6,027,067 3,424,809 1,648,088 2,916,072

当期純利益又は当期純

損失（△）（千円）
4,406,379 2,605,864 △475,736 △1,206,843 262,327

持分法を適用した場合

の投資損失（千円）
176,940 － － － －

資本金（千円） 6,034,099 6,034,099 6,034,099 6,034,099 6,034,099

発行済株式総数（株） 34,445,982 34,445,982 34,445,982 34,445,982 34,445,982

純資産額（千円） 34,025,928 35,572,915 34,059,470 30,486,294 30,449,357

総資産額（千円） 104,209,902 105,443,391 104,899,617 96,553,093 93,864,377

１株当たり純資産額

（円）
991.11 1,036.79 992.93 888.55 886.19

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当
額)（円）

30
（－）

30
（－）

30
（－）

10
（－）

10
（－）

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）

（円）

127.59 75.68 △13.87 △35.18 7.65

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円）

127.45 75.52 － － －

自己資本比率（％） 32.7 33.7 32.5 31.6 32.4

自己資本利益率（％） 13.7 7.5 － － 0.9

株価収益率（倍） 16.0 22.1 － － 104.1

配当性向（％） 23.5 39.6 － － 130.7

営業活動によるキャッ

シュ・フロー（千円）
20,052,246 － － 8,164,274 7,732,670

投資活動によるキャッ

シュ・フロー（千円）
△6,880,224 － － △2,477,527 △3,840,498

財務活動によるキャッ

シュ・フロー（千円）
△13,066,019 － － △5,603,675 △3,907,761

現金及び現金同等物の

期末残高（千円）
800,195 － － 952,439 936,849

従業員数

〔外、平均臨時雇用者

数〕（人）

1,062
〔3,266〕

1,058
〔3,405〕

1,034
〔3,491〕

1,054
〔3,599〕

1,108
〔  3,897〕

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第17期及び第18期は連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フ
ロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の

期末残高は記載しておりません。

３．第18期及び第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株
当たり当期純損失であるため記載しておりません。

４．連結子会社でありましたトイザらス・ドット・コム　ジャパン株式会社の吸収合併に伴い、第19期より
キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

５．第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

２【沿革】

当社（形式上の存続会社、昭和22年12月27日設立、本店所在地・神奈川県川崎市高津区、平成10年10月20日商号を神

戸不二食品株式会社から日本トイザらス株式会社に変更、額面金額50円）は、旧日本トイザらス株式会社（実質上の

EDINET提出書類

日本トイザらス株式会社(E03339)

有価証券報告書

  3/100



存続会社、平成元年11月21日設立、本店所在地・神奈川県川崎市幸区、額面金額50,000円）の株式の額面金額を変更す

るため、平成11年２月１日を合併期日として同社を吸収合併し、合併により本店を神奈川県川崎市幸区に移転し、同社

の資産・負債及びその他一切の権利義務を引き継ぎましたが、合併前の当社は休業状態にあり、合併後におきまして

は被合併会社の営業活動を全面的に継承しております。

したがいまして、上記理由により平成11年１月31日以前に関する事項は、特に記載のない限り、実質上の存続会社で

ある旧日本トイザらス株式会社について記載しております。

なお、当社の事業年度の期数は、実質上の存続会社である旧日本トイザらス株式会社の通算方法を承継し、平成11年

２月１日より始まる事業年度を第12期としております。  
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年月 事項

平成元年11月 玩具、育児用品、子供衣料、文具・学用品、スポーツ用品等子供用品全般の小売販売を目的として、

東京都新宿区西新宿２丁目６番１号新宿住友ビルに日本トイザらス株式会社を設立。

平成２年12月 神奈川県川崎市川崎区駅前本町３番地の１リクルート川崎東口ビル10階に本社を移転。
平成３年４月 神奈川県川崎市に「川崎流通センター」を開設。

平成３年12月 茨城県稲敷郡「カスミ荒川沖ショッピングプラザ」内に国内第１号店となる「トイザらス荒川沖

店」を開設。

平成４年１月 奈良県橿原市「池原観光ビル」内に関西地区第１号店となる「トイザらス橿原店」を開設。

アメリカ合衆国ブッシュ大統領（当時）がオープニングセレモニーに参列。

平成４年３月 神奈川県相模原市に初の単独出店となる「トイザらス相模原店」を開設。

後に、全世界のトイザラス店舗の中で、一日及び年間の売上高最高記録を樹立。

平成４年９月 大阪府東大阪市に大阪第１号店となる「トイザらス八戸ノ里店」を従来の郊外型ロードサイド店

ではなく、近鉄八戸ノ里駅前に開設。

平成６年３月 兵庫県神戸市に「神戸流通センター」を開設。これに伴い「川崎流通センター」を閉鎖。

平成６年11月 初のクリスマスカタログを発行。総額45,000円以上の割引クーポンが付いたＡ４版48ページの大型
カタログを新聞折り込みで発行する他、店内売場にも設置。

平成７年１月 阪神大震災に伴い「神戸流通センター」を一時閉鎖。これに伴い、神奈川県川崎市に「川崎仮流通

センター」を開設。

平成７年９月 神奈川県横浜市に「関東流通センター」を開設。これに伴い「川崎仮流通センター」を閉鎖。

平成８年４月 西日本地域の物流拠点として、大阪府堺市に「関西流通センター」を開設。これに伴い「神戸流通

センター」を閉鎖。

平成８年５月 神奈川県川崎市幸区堀川町580番地　ソリッドスクエア西館に本社を移転。
平成８年10月 神奈川県厚木市に50店舗目となる「トイザらス厚木店」を開設。
平成９年４月 神奈川県横浜市に初の都市型ツー・フロア店舗となる「トイザらス磯子店」を開設。

平成９年９月 千葉県船橋市「船橋ららぽーとそごう店」内に、初めての百貨店内への出店となる「トイザらス

船橋ららぽーとそごう店」を開設。

平成９年９月 平成４年４月に福岡県糟屋郡に開設した「トイザらス新宮店」内に当社初のベビー用品専門の

「ベビーザらス」を開設。

平成９年11月 東京都江東区ＪＲ亀戸駅前「サンストリート」内に、初の東京都内１号店となる「トイザらス亀

戸店」を開設。

平成９年11月 トイザらス・カードをイオンクレジットサービス株式会社と提携して発行。

平成10年６月 千葉県市川市に「市川物流センター」を開設。これに伴い「関東流通センター」を閉鎖、「関西流

通センター」の呼称を「関西物流センター」へと変更。

平成11年２月 株式の額面金額変更のため、形式上の存続会社である日本トイザらス株式会社（旧神戸不二食品

株式会社、本店所在地・神奈川県川崎市高津区）と合併。

平成12年４月 当社株式を日本証券業協会に店頭登録。

平成12年10月 日本国内におけるインターネット玩具販売を行う目的で、TOYSRUS.COM,LLC、ソフトバンク・
イーコマース株式会社、日本マクドナルド株式会社及び当社の共同出資により、トイザらス・ドッ

ト・コム ジャパン株式会社を設立。

平成12年11月 東京都練馬区に100店舗目となる「トイザらスとしまえん店」を開設。
平成13年３月 兵庫県神戸市に「神戸物流センター」を開設。これに伴い「関西物流センター」を閉鎖。

平成13年４月 新ロゴマーク（スターロゴ）に刷新。

平成13年10月 株式会社クレディセゾンと提携して、「トイザらス・カード《セゾン》」を発行。

平成14年12月 千葉県浦安市に国内第１号店となるベビー総合専門店「ベビーザらス新浦安店」を開設。

平成15年７月 沖縄県沖縄市に立地移転（リロケーション）第１号店となる「トイザらス沖縄泡瀬店」を開設。

これに伴い「トイザらス嘉手納店」を閉鎖。

平成15年７月 「トイザらス・カード」会員200万人達成。
平成15年11月 トイザらス・ドット・コム ジャパン株式会社を100％子会社化。
平成16年５月 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地に本社を移転。
平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年６月 兵庫県宝塚市に関西地区第１号店となる「ベビーザらス阪急宝塚店」を開設。

平成17年10月 熊本県熊本市「ゆめタウンサンピアン」内にトイザらスとの初の複合店となる「ベビーザらス熊

本店」を開設。 

平成18年４月 トイザらス・ドット・コム ジャパン株式会社を吸収合併。 

平成18年11月 愛知県名古屋市に東海地区第１号店となる「ベビーザらス名西店」を開設。

平成19年４月 大阪府大阪市に、当社初のセレクトショップとなる「トイザらス セレクト なんばパークス店」

を開設。

平成19年４月 愛知県岡崎市の「トイザらス　岡崎店」を改装し、「トイザらス」と「ベビーザらス」の「サイド

 バイ サイド ストア」（併設型店舗）として国内第１号店となる「トイザらス　ベビーザらス　

岡崎店」を開設。

平成19年11月 プリペイド式ギフトカード「トイザらスギフトカード」「ベビーザらスギフトカード」を発行。
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の親会社）は、当社、親会社（トイザラス・インク）及びその関係会社（ティーアー

ルユー・ジャパン・ホールディングス・インク）で構成されております。

当社は、世界各地において玩具、育児用品、子供衣料、文房具、スポーツ用品等のベビー・子供用品全般を取り扱う小

売販売店舗「トイザラス」及び「ベビーザラス」を展開するトイザラスグループに属しております。

当社は、トイザラスグループの中心であるトイザラス・インクの子会社であり、トイザラスグループの知的財産管

理会社であるトイザラス・サービス・エル・エル・シー（トイザラス・サービス・インクより平成20年１月31日付

で社名変更）及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シー（以下、「ライセンサー」）との間で登録商

標の使用許諾に関するライセンス契約を締結し、その対価としてのロイヤリティを支払っております。その一方で、日

本国内における広告宣伝及び広報活動を通じたトイザラスシステムの名声の高揚を目的として、ライセンサーとマー

ケティングサポート契約を締結し、その対価を受け取っております。加えて、トイザラス・インクとの間でメンテナン

ス・アンド・サポート契約を締結し、トイザラスグループで共有するインフォメーションシステムに係るメンテナン

ス及び業務支援サービス等の提供を受け、その対価としてのサービス料を支払っております。
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なお、当社と関係会社及び関連当事者との資本関係及び取引関係の概要を図示すると以下のとおりであります。 

 

 ※１　親会社

 ※２　親会社の子会社
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４【関係会社の状況】

　(1)親会社等

名称 住所 資本金 主要な事業の内容

議決権の
被所有割
合
（％）

関係内容

ティーアールユー・

ジャパン・ホールディ

ングス・インク 

米 国 ニ ュ ー

ジャージー州
 10米ドル 持株会社 47.96 －

トイザラス・インク 同上 － 持株会社
47.96

(47.96)

経営ノウハウ提供 

 役員の兼任あり

（注）議決権の被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数であります。

５【従業員の状況】

（1）提出会社の状況

 平成20年１月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,108〔3,897〕 32.6 6.2 5,364,088

　（注）１．平均年間給与（税込み）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間の平均雇用人員を〔　〕外数で記載しております。

（2）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当事業年度におけるわが国経済は、前半こそ好調な企業収益を背景とした設備投資の増加や雇用情勢の改善による

個人消費の回復が見られる等、景気は底堅く推移したものの、後半にかけて米国経済の鈍化や原油価格の高騰等から、

景気動向に不透明感が増してきました。また、小売業界におきましても、引き続き異業種間競争がより一層激化する

等、当社を取り巻く経営環境は依然として予断を許さない厳しい状況となりました。

このような状況の中で、当社は「お客様に“夢”を提供し、豊かで楽しい暮らし作りのお手伝いをする。また、楽し

さとお客様の利益を追求した企業活動を通じて、社会と株主に貢献する。」という経営理念のもと、さらなるお客様の

支持を得るべく努力してまいりました。

当事業年度における業績は、年間を通して、ベビーカー等のベビー商材が好調であったことに加え、特にクリスマス

シーズンでは、男児・女児キャラクター玩具やクラフト玩具等が順調に推移したものの、前事業年度に好調であった

ゲーム機及びそのソフトの反動を受けたこと等により、売上高は1,913億２百万円（前年同期比1.6%減）となりまし

た。一方、損益面につきましては、営業利益は27億７百万円（前年同期比73.8%増）、経常利益は29億16百万円（前年同

期比76.9%増）となりました。これは、売上高の減少が影響したものの、安定的に利益を生み出す経営基盤の再構築を

図ることを目的として当事業年度より開始した構造改革の成果として、不稼動在庫の処分及び在庫レベルの適正化等

により収益性が向上したこと、また、相対的に利益率の高い商品群が堅調に推移したことが主な要因です。

また、将来を見据えた施策として実施したリロケーション（立地移転）等に伴う尼崎店（兵庫県）、神戸ハーバー

ランド店（兵庫県）に関する店舗閉鎖損失１億93百万円を計上したことに加え、当事業年度において、将来キャッ

シュ・フローの見積もりに関して、より厳格、保守的に見直した結果、一部の店舗の建物及び付属設備について減損を

行い、減損損失として７億77百万円（不採算店の減損損失４億97百万円、閉店予定店舗に係る減損損失２億80百万

円）を特別損失に計上したこと等により、当期純利益は２億62百万円（前年同期は当期純損失12億６百万円）となり

ました。

（店舗展開の概況）

店舗展開につきましては、当事業年度末における「トイザらス」の店舗数は、トイザらス セレクト　なんばパーク

ス店（大阪府）を新規開店し、144店舗となりました。また、当事業年度末における「ベビーザらス」の店舗数は、新規

開店した蘇我店（千葉県）、港北ニュータウン店（神奈川県）の２店舗を加え、20店舗となりました。また、既存のト

イザらス店舗の岡崎店（愛知県）、新潟店（新潟県）、那覇新都心店（沖縄県）、加古川店（兵庫県）を、トイザらス

とベビーザらスのサイド バイ サイド ストア（併設型店舗）として改装（リモデル）、リニューアルオープンし、サ

イド バイ サイド ストアの店舗数は、４店舗となりました。

（マーチャンダイズ及びマーケティング施策の概況）

商品面では、欧米からの直輸入玩具の拡充やアメリカのパフォーマンスグループ「BLUE MAN GROUP」がプロ

デュースした画期的なミュージックトイの国内独占販売等を実施いたしました。また、当社のプライベートブランド

「エスペシャリー・フォー・ベイビー」の紙おむつ『ウルトラプラス』シリーズを、人気キャラクターの“スヌー

ピー”を起用したデザインに全面リニューアルしたほか、ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社との販売ライセ

ンス契約により、プライベートブランド「You & Me （ユー・アンド・ミー）」の新商品として、「You & Me」　

Disney　シリーズを展開する等、キャラクターライセンサーやメーカー各社との協力により、オリジナル商品をはじめ

とする当社ならではの商品の拡充を図ってまいりました。

企画面では、各トイザらス店舗において、お誕生日会やビンゴ大会等、独自のイベントを開催したほか、ベビーザら

ス店舗においては、NPO日本子育てアドバイザー協会認定の子育てアドバイザーによる育児相談会等、プレママや子

育て中のママに役立つ相談会や講習会に加え、当社ならではの様々なイベントを実施し、集客力の強化に継続して努

めてまいりました。さらに、ベビーザらス店舗において、平成18年４月より導入した、お買い物時にポイントが加算さ

れるサービス「ベビーザらス　ママ＆ベビークラブ」は、順調に会員数を伸ばしており、当事業年度末における登録会

員数は72万人を突破いたしました。
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（店舗運営施策の概況）

店舗売場展開面では、各店舗でのディスプレイ・レイアウトの強化策として、おすすめ商品や販促強化商品につき、

ユニークなディスプレイを展開する等、各地域特性に合った店舗・売場づくりに努めてまいりました。

接客サービス面では、トイザらス店舗において、「バルーンコミュニケーション」や「マジックショー」を継続し

て実施し、エンタテインメント性の訴求に注力してまいりました。また、ベビーザらス７店舗（港北ニュータウン店、

府中店、町田多摩境店、錦糸町店、横浜いずみ店、東大阪店、豊中店）で実施しているホームデリバリーサービス『ママ

ほっとデリバリー』は、平成19年５月に開始以来、その利便性をご評価いただき、ご利用いただくお客様の数は着実に

拡大しております。このサービスを通じ、お客様にとっての利便性と「ベビーザらス」に対するロイヤリティの向上

を図るとともに、既存顧客の定着と新規顧客の獲得、そして、より魅力あるサービスの拡大に注力いたしました。さら

に、トイザらス店舗とベビーザらス店舗の全店において、「バースデーコミュニケーション」として、お子様にとって

特別な日である誕生日の記念にトイザらスバースデーオリジナルメダルをプレゼントするサービスを実施する等、お

客様とのコミュニケーションを大切にすることで来店への動機付けを図ることに努めてまいりました。

（その他の概況）

インフラ面では、市川、神戸、札幌に加えて、福岡にも物流拠点を設置し、物流のさらなる円滑化に努めてまいりまし

た。

社会貢献活動につきましては、玩具や売上金の一部の寄付を継続して実施しております。また、全国のトイザらスと

ベビーザらス店舗では、文部科学省の推奨する、望ましい勤労観、職場観の育成を図るという職場体験の目的に賛同

し、多くの小・中学生を受け入れ、店舗近隣の方々とのコミュニケーションを図りながら地域に根ざした店舗運営を

実施しております。

（2）キャッシュ・フロー

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ15百万円減少し、９

億36百万円となりました。

当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、77億32百万円（前事業年度末に比べ４億31百万円の減少）となりました。これは

主に、たな卸資産の増加９億30百万円があった一方、税引前当期純利益13億59百万円、減価償却費37億２百万円、差入

保証金と相殺した賃借料14億40百万円、仕入債務の増加19億80百万円があったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は38億40百万円（前事業年度末に比べ13億62百万円の支出増）となりました。これは

主に、店舗設備等有形固定資産の取得による支出18億73百万円、貸付による支出17億73百万円があったこと等による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は39億７百万円（前事業年度末に比べ16億95百万円の支出減）となりました。これ

は、短期借入金の減少25億円、長期借入金の返済による支出10億67百万円、配当金の支払３億40百万円によるものであ

ります。
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２【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

品目
当事業年度

（自 平成19年２月１日
至 平成20年１月31日）

前年同期比（％）

商品仕入高   

玩具（千円） 24,252,526 △3.2

ベビー用品（千円） 41,899,680 7.2

スポーツ用品・自転車（千円） 8,219,038 3.3

エンタテインメント（千円） 46,386,580 △8.3

その他（千円） 14,415,899 1.4

合計（千円） 135,173,724 △1.3

　（注）１．数量については、取扱商品が多岐にわたるため、記載を省略しております。

　　　　２. 金額は仕入価格によって表示しております。

　　　　３. 上記金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　４．上記品目のうち下記品目の主な内容は次のとおりです。

　ベビー用品……………紙おむつ、育児用品、乳幼児食品、室外用大型玩具、子供衣料

　エンタテインメント…テレビゲーム機及びソフト、電子玩具、ジグソーパズル

　その他…………………教育玩具、絵本、文房具、お菓子、節句用品、ラッピング、配送売上原価等

(2) 販売実績

①　商品別売上高

品目
当事業年度

（自 平成19年２月１日
至 平成20年１月31日）

前年同期比（％）

商品売上高   

玩具（千円） 36,216,833 △4.5

ベビー用品（千円） 60,548,653 6.7

スポーツ用品・自転車（千円） 13,338,412 △0.7

エンタテインメント（千円） 56,353,566 △7.6

その他（千円） 22,987,544 △1.9

小計（千円） 189,445,010 △1.6

賃貸料収入（千円） 1,857,430 1.9

合計（千円） 191,302,440 △1.6

　（注）１．数量については、取扱商品が多岐にわたるため、記載を省略しております。

　　　　２. 上記金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　３．上記品目のうち下記品目の主な内容は次のとおりです。

　ベビー用品……………紙おむつ、育児用品、乳幼児食品、室外用大型玩具、子供衣料

　エンタテインメント…テレビゲーム機及びソフト、電子玩具、ジグソーパズル

　その他…………………教育玩具、絵本、文房具、お菓子、節句用品、ラッピング、配送売上等
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②　地域別売上高

地域

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

売上高（千円）
前年同期比
（％）

構成比
（％）

出店（店） 退店（店） 期末（店）

商品売上高       

北海道 6,960,435 △5.1 3.6 － － 9

青森県 1,619,147 △2.3 0.8 － － 2

岩手県 1,606,368 △6.2 0.8 － － 2

宮城県 2,653,643 △14.4 1.4 － － 3

秋田県 888,035 △8.3 0.5 － － 1

山形県 1,152,340 △6.9 0.6 － － 1

福島県 3,049,715 △5.0 1.6 － － 3

茨城県 3,188,802 △7.1 1.7 － － 3

栃木県 4,326,654 △2.4 2.3 － － 4

群馬県 3,309,464 △8.1 1.7 － － 3

埼玉県 12,521,783 △5.5 6.5 － － 12

千葉県 13,125,656 2.8 6.9 1 － 12

東京都 16,053,771 4.7 8.4 － － 12

神奈川県 17,537,550 △3.1 9.2 1 － 13

新潟県 2,144,528 △7.4 1.1 － － 2

富山県 1,856,631 △5.0 1.0 － － 2

石川県 1,140,461 △7.1 0.6 － － 1

福井県 927,924 △4.2 0.5 － － 1

山梨県 1,351,855 △4.7 0.7 － － 1

長野県 2,897,665 △0.3 1.5 － － 3

岐阜県 1,331,185 △5.6 0.7 － － 1

静岡県 4,030,282 △0.5 2.1 － － 3

愛知県 14,447,875 5.0 7.6 － － 11

三重県 2,274,175 △6.3 1.2 － － 2

滋賀県 1,693,390 △6.9 0.9 － － 2

京都府 1,472,220 △36.8 0.8 － － 1

大阪府 15,944,432 1.4 8.3 1 － 14

兵庫県 10,663,385 △7.3 5.6 － 2 9

奈良県 2,573,396 △5.2 1.3 － － 2

和歌山県 1,139,667 △5.1 0.6 － － 1
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地域

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

売上高（千円）
前年同期比
（％）

構成比
（％）

出店（店） 退店（店） 期末（店）

商品売上高       

鳥取県 646,674 3.2 0.3 － － 1

岡山県 2,999,666 △1.6 1.6 － － 2

広島県 5,113,800 0.4 2.7 － － 4

山口県 1,570,944 △3.0 0.8 － － 2

香川県 1,843,392 △4.6 1.0 － － 2

愛媛県 1,528,841 △2.8 0.8 － － 1

高知県 1,356,276 4.3 0.7 － － 1

福岡県 8,477,772 3.9 4.4 － － 9

佐賀県 902,015 35.7 0.5 － － 1

長崎県 701,894 △9.2 0.4 － － 1

熊本県 2,354,320 3.7 1.2 － － 3

大分県 1,169,459 △0.7 0.6 － － 1

宮崎県 1,014,745 2.2 0.5 － － 1

鹿児島県 966,239 △6.2 0.5 － － 1

沖縄県 2,004,114 8.1 1.0 － － 2

その他 2,912,408 14.1 1.5 － － －

小計 189,445,010 △1.6 99.0 3 2 168

賃貸料収入 1,857,430 1.9 1.0 － － －

合計 191,302,440 △1.6 100.0 3 2 168

　（注）　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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③　単位当たり売上高

項目
当事業年度

（自 平成19年２月１日
至 平成20年１月31日）

前年同期比（％）

売上高（商品）（千円） 186,532,602 △3.1

店舗面積（平均）（㎡）

１㎡当たり期間売上高（千円）

366,497

508

3.0

△5.9

従業員数（平均）（人）

１人当たり期間売上高（千円）

5,004

37,276

7.1

△9.5

（注）１．売上高は、生産性を正確に把握するため、店舗による商品売上高のみを表示しております。

２．「店舗面積（平均）」は、生産性を正確に把握するため、貸与面積を除いた全店舗の自営売場面積について

稼動日数を基礎として算出しております。

３．「従業員数（平均）」は、パートタイマー及び契約社員を含んだ期中平均であります。

４. 上記金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

親子でご来店いただき、共に楽しめるエンタテインメント空間をご提供するために、お客様の目線に立って、次の課

題を最優先に取り組んでまいります。

　（1）トイザらス店舗につきましては、既存店舗の改装（リモデル）を推進し、お子様はもちろん大人の方も楽しめる

エンタテインメント性の高い店舗づくりを継続して推進してまいります。さらに、リロケーション（立地移転）

も継続的に実施し、既存店の収益改善にも努めてまいります。トイザらス店舗とベビーザらス店舗のサイド バイ

 サイド ストア（併設型店舗）についても、既存のトイザらス店舗のリニューアル及びリロケーションとしての

展開を進めてまいります。なお、2008年度は、通期でトイザらスとベビーザらスのサイド バイ サイド ストア

（併設型店舗）として、10店舗のトイザらス既存店をリニューアルオープンし、また、トイザらス既存店のリロ

ケーションに伴う新規出店として、２店舗のグランドオープンを計画しております。

　（2） 商品面につきましては、大手玩具メーカー各社との連携を強化し人気商品を確保するとともに、玩具企画会社

とのコラボレーションにより、他社にはないユニークな商品を導入してまいります。また、欧米の高品質かつプレ

ミアムな商品や、プライベートブランド商品も積極的に投入し、競合他社との差別化と利益率の向上を推進して

まいります。

　（3） インフラ面につきましては、物流の効率的運営を一層推進するとともに、引き続き、適正在庫を確保することで

収益性の向上に注力してまいります。

　（4） サービス面につきましては、店舗のエンタテインメント性のさらなる向上を図り、お子様も大人の方も楽しめ

る空間を演出してまいります。また、新たな取り組みとして導入したベビーザらス店舗での配送サービスにつき

ましても、継続して実施していくとともに、法人向けサービスの展開も継続し、新規顧客の獲得を図ってまいりま

す。

４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。

なお、当社の事業等においてはこれら以外にも様々なリスクを伴っており、ここに記載されたものがリスクのすべ

てではありません。また文中において将来について記載した事項は、当事業年度末現在において判断したものであり

ます。

　　(1）ライセンス契約について

当社はトイザラス・サービス・エル・エル・シー及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーと

ライセンス契約を締結しております。当契約では、第三者が当社株式の３分の１以上を取得した場合、ライセンサー

は現行の契約を破棄することができるとしており、その場合は当社の現業態に影響を及ぼす可能性があります。詳

細については、「５　経営上の重要な契約等」をご参照ください。

　　(2）同業他社との競争激化及び消費動向による影響について

小売業界では厳しい経営環境が続き、低価格販売による企業間競争が激化しております。当社では、店舗網の拡大

を図ることに加え、インターネットによる通信販売を展開し、品揃えの充実や販売力の強化を図っておりますが、当

社の経営成績は同業他社との競争激化や消費動向による影響を受ける可能性があります。
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　　(3）出店政策について

当社は、主に店舗の土地及び建物を賃借する方式で出店しており、出店時に土地等所有者に対して、敷金・保証金

及び建設協力金として資金の差入れを行っており、建設協力金等は一括または当社が支払う賃借料との相殺等によ

り回収しております。

新規出店に際しては、対象物件の権利関係等の確認を行い、出店先の財務内容に応じて抵当権を設定する等、現状

できる限りの保全対策を行っておりますが、土地及び建物の所有者である法人・個人が破綻等の状況に陥り、店舗

の継続的使用や債権の回収が困難となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、締結して

いる土地及び建物に係る長期賃貸借契約のうち、当社の事情により中途解約する場合には、敷金・保証金等の一部

または全部を放棄する可能性があります。

　　(4）法的規制等について

当社は、主として全国的に店舗を展開する玩具の小売業を営んでおり、積極的に店舗網の拡大を図っております。

店舗の出店に際しては、「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律」が平成12年５月31日

に廃止され、平成12年６月１日より「大規模小売店舗立地法」（以下、「大店立地法」という。）が施行されまし

た。「大店立地法」では、売場面積1,000㎡を超える新規出店について、都市計画、交通、地域環境等の観点から地元自

治体による出店の規制が行われております。

当社が今後出店を予定している1,000㎡を超える新規出店につきましては、「大店立地法」による影響を受ける可

能性があります。

さらに、平成18年５月に、「都市計画法」及び「中心市街地活性化法」が改正されたことにより、延べ床面積が

10,000㎡を超える大型集客施設の郊外立地が原則禁止され、市街地中心部の商業地域などに限定されることから、当

社の今後の出店計画につきましても、一定の影響を受ける可能性があります。

　　(5）取扱商品の品質上の問題による影響について

当社が販売用に購入した商品について、品質面で何らかの問題が発生し、販売業者として民事上の責任又は輸入

業者として製造物責任法上の責任を負うことになった場合は、損害賠償の発生など当社の業績に影響を与える可能

性があります。加えて、この場合、当該商品及び当社の企業イメージが損なわれる可能性があります。

　　(6）個人情報漏洩による影響について

平成17年４月１日に個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）が全面施行され、個人情

報を取扱う企業等は、一定の義務を負うこととなりました。

当社はベビーザらス　ママ＆ベビークラブ会員をはじめ、インターネットによる販売顧客や店舗内での顧客に関

する多くの個人情報を保有しております。個人情報に関する取り扱いにつきましては、もとよりその管理を徹底し

ており、また「個人情報保護法」施行に伴い、さらに社内管理体制の充実と教育を推進し万全を期しておりますが、

不測の事故または事件によって情報漏洩が発生した場合は、損害賠償の発生等当社の業績に影響を与える可能性が

あります。

　　(7）自然災害等による影響について

当社は、主として店舗による事業展開を行っているため、地震・洪水・台風等の不測の災害によって店舗等の事

業所が損害を受けた場合や営業継続が困難となった場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　　(8）情報セキュリティについて

当社が活用している情報システムについて、何らかの原因もしくは理由により、システムの稼動停止、顧客情報・

個人情報等の流出が万一発生した場合には、当社の信用低下及び当社の企業イメージの悪化につながり、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。

　　(9）人材の確保について

当社では、全国的に展開している店舗における玩具の小売業と、インターネットによる通信販売業をその主たる

事業としており、これら事業の展開においては、マーケティング、マーチャンダイジング、販売等さまざまな分野に

おいて専門的な知識とノウハウを保有する創造的な人材を確保することが重要であります。当社としては、これら

の必要な人材を十分に確保できなかった場合には、当社の業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

 (1）ライセンス契約

契約の相手方  トイザラス・サービス・エル・エル・シー及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル

・シー

国籍　　　　　米国

契約の内容　　１）登録商標の使用

２）日本国内における「コンセプト」を使用した小売店舗の営業権

３）上記１．２．を内容とした独占的な許諾契約

約定条件　　　１）トイザラス・インクの定める店舗運営スタンダードの遵守

２）競合禁止

３）最低70店舗の維持

４）当社の行動により発生したトイザラス・インクの損失の補填

対価　　　　　商標を認知する小売店舗及び電子商取引における総収入に対して３％のロイヤリティを、当社が米国

契約当事者に支払う。

契約期間　　　平成12年２月１日より20年間、以降10年毎の更新

ただし、当該ライセンス契約は、第三者が当社株式の３分の１以上を取得した場合、ライセンサーは新規のライ

センス契約を協議の上締結するか、現行の契約を破棄することができます。当該理由によりライセンス契約が破

棄された場合、当社は60日以内に「トイザラス」事業の営業を停止し、その後２年間はライセンスの対象であっ

た業務と直接競合する業務に従事することはできないこととなっております。したがって、事実上現業態として

の存続性が失われることとなります。

この他にも、当該ライセンス契約には、当社が倒産した場合、資産の大部分が差し押さえられた場合、その他一

定の事由に該当する場合に契約が解除されることが規定されております。

（2）マーケティングサポート契約

契約の相手方　トイザラス・サービス・エル・エル・シー及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・

シー

国籍　　　　　米国

契約の内容　　当社が、日本国内における広告宣伝及び広報活動等を通じて、トイザラスシステムの名声の高揚を

行う。

対価　　　　　ライセンス契約で定義された総収入の１％のマーケティングサポートフィーを、米国契約当事者が当

社に支払う。

契約期間　　　平成12年２月１日より20年間、以降10年毎の更新

（3）サービス契約

当社は、日本マクドナルド株式会社と、同社が開発、所有する小売店事業の効率的な営業に関する専門知識・技

術及び小売店事業開発に関する用地選択ならびに不動産開発ノウハウの提供を受ける下記内容の「サービス契

約」を締結しておりましたが、当社は、平成18年11月30日をもって当該サービス契約を解除いたしました。

　なお、本契約については、平成19年２月28日付で契約の相手方である日本マクドナルド株式会社より、東京地方

裁判所において「役務提供契約存在確認等請求事件」として当該契約の現時点における有効性及び同社の契約

上の権利を有する地位であることの確認ならびに未払いのサービスの対価の支払いを求める訴訟が提起されて

おります。その後、本訴訟は、東京地方裁判所に係属中であり、平成20年１月31日までに、口頭弁論６回及び弁論準

備１回が開催されております。なお、訴訟の結果については、現時点で予測することはできません。従いまして、最

終的な当社の総支払い額は変動する可能性があります。

契約の相手方　日本マクドナルド株式会社

契約の内容　　１）小売店事業の効率的な営業に関する専門知識・技術の提供

２）小売店事業開発に関する用地選択ならびに不動産開発ノウハウの提供

３）販売促進活動にかかるノウハウならびにサービスの提供

対価　　　　　サービス契約で定義された総収入の0.5％のサービス料を、当社が日本マクドナルド株式会社に支払う。

ただし、サービス料率については、契約締結後５年目以降、サービス内容との対価性を勘案し、見

直す旨の条項があります。

契約期間　　　平成12年２月１日より20年間、以降10年毎の更新

６【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、当事業年度末（平成20年１月31日）現在において当社が判断したものでありま

す。

　　（1）重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５　経理の状況　２　財務諸表等　(1)財務諸表　

重要な会計方針」に記載されているとおりであります。

当社は、退職給付引当金、税効果会計、貸倒引当金、たな卸資産の評価、投資その他の資産の評価、偶発事象等に関

して、過去の実績や当該取引の状況に照らして合理的と考えられる見積り及び判断を行い、その結果を資産・負債

の帳簿価額及び収益・費用の金額に反映して財務諸表を作成しておりますが、実際の結果は見積りによる不確実

性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

特に店舗用の土地・建物の賃借に際して当社が賃貸人に差し入れております敷金・保証金及び建設協力金につ

いては、賃貸人の財務状況やその他の要因により、回収不能見込額に対して貸倒引当金を設定しておりますが、将

来、賃貸人の財務状況等が悪化した場合、引当金の追加計上等による損失が発生する可能性があります。

    （2）財政状態と流動性分析

当事業年度末の総資産は938億64百万円（前事業年度末は965億53百万円）となり、前事業年度末に比べ26億88

百万円の減少となりました。これは主に商品が９億47百万円増加した一方、有形固定資産が30億75百万円減少した

こと等によるものであります。

負債合計は634億15百万円（前事業年度末は660億66百万円）となり、前事業年度末に比べ26億51百万円の減少

となりました。これは主に買掛金が19億80百万円増加した一方、短期借入金が25億円、長期借入金が８億80百万円、

設備関係未払金が４億37百万円、預り金が３億53百万円減少したこと等によるものであります。

純資産合計は304億49百万円（前事業年度末は304億86百万円）となり前事業年度末に比べ36百万円の減少とな

りました。これは主に当期純利益の計上２億62百万円があった一方、配当金の支払が３億43百万円あったこと等に

よるものであります。

以上により、流動比率は66.3％（前事業年度末は60.9％）となり、前事業年度末と比べ5.4ポイントの上昇となり

ました。自己資本比率は32.4％（前事業年度末は31.6％）となり、前事業年度末と比べ0.8ポイントの上昇となりま

した。

 

　　（3）経営成績の分析

当事業年度における売上高は1,913億２百万円（前年同期比1.6％減）、営業利益は27億７百万円（前年同期比

73.8％増）、経常利益は29億16百万円（前年同期比76.9％増）、当期純利益は２億62百万円（前年同期は当期純損

失12億６百万円）となり、前事業年度と比較すると減収増益となりました。

（売上高）

当事業年度における売上高の概況は、「１　業績等の概要　（1）業績」をご参照下さい。

（売上原価、販売費及び一般管理費）

売上原価は、1,345億71百万円（前年同期比3.8％減）となり、前事業年度に比べ53億32百万円の減少となりまし

た。売上原価率は70.3％となり前事業年度比1.7ポイントの改善となりました。

販売費及び一般管理費は540億23百万円（前年同期比2.1%増）となり、前事業年度に比べ11億21百万円の増加と

なりました。対売上高販管費率は28.3％となり、前事業年度比1.1ポイント上昇しました。これは主に、給与手当が18

億58百万円増加したこと等によるものであります。

（営業利益）      

営業利益は、27億７百万円（前年同期比73.8％増）となり、前事業年度に比べ11億49百万円の増益となりました。

対売上高営業利益率は1.4％となり、前事業年度比0.6ポイント上昇しました。

（営業外損益と経常利益）        

営業外損益の純額は、前事業年度の90百万円の利益に対し、当事業年度は、２億８百万円の利益となり１億18百万

円の改善となりました。これは主に、支払利息が80百万円増加した一方、貸倒引当金繰入額が前事業年度に比べ２億

26百万円減少したこと等によるものであります。

経常利益は、29億16百万円（前年同期比76.9％増）となり、前事業年度に比べ12億67百万円の増益となりました。

対売上高経常利益率は1.5％となり、前事業年度比0.6ポイント上昇しました。
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（特別損益）

特別損益の純額は、前事業年度の30億98百万円の損失に対し、当事業年度は、15億56百万円の損失となり15億41百

万円の損失減となりました。これは主に、前事業年度に商品整理損失を16億98百万円計上したこと等によるもので

あります。 

（当期純損益）

当期純利益は、２億62百万円（前年同期は当期純損失12億６百万円）となり、前事業年度に比べ14億69百万円の

増益となりました。

（4）経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因については、「４　事業等のリスク」に記載しております。

（5）経営戦略の現状と見通し

当社は、安定した成長の継続に向けて、競合他社との差別化を図るべく関係各社との連携を強化し、ユニークな

商品展開を実施してまいります。店舗に関しましては、お客様に支持される店舗作りを目指し、既存店の改装（リ

モデル）を行うとともに、立地移転（リロケーション）も継続的に実施し、既存のトイザらス店舗の収益改善にも

注力してまいります。

また、「21世紀は子供の世紀にしたい」という理念のもと、『ママとベビーの快適・発見スペース』として、０

歳（マタニティー）～３歳までのお子様のいらっしゃるお客様に、より良い育児のための新しいスタンダードを

提案するベビー総合専門店「ベビーザらス」につきましては、単独店及びトイザらス店舗との併設型店舗の展開

を着実に行い、ベビー市場におけるナンバー・ワンのベビー総合専門店を目指してまいります。

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①  キャッシュ・フロー分析

キャッシュ・フロー分析については、「１　業績等の概要　（２）キャッシュ・フロー」に記載しております。

②  財務政策

当社の財務政策は、資産項目の圧縮努力等により常に資金効率を最大限に高める活動を行いながら、営業活動

によるキャッシュ・フローと金融機関からの長期・短期の借入により必要となる十分な資金を確保し、財務体質

を強化することにあります。

平成20年1月31日現在、短期借入金の残高は146億円、１年以内返済予定の長期借入金の残高は8億80百万円、長

期借入金の残高は153億80百万円であります。長期借入金についてはすべて固定金利となっており、将来の金利上

昇に対するリスク回避を計っております。

（7）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めております。小売業界

では、今後も業種・業態を超えた企業間競争や価格競争が一層激化するものと予想されますが、他社にはないユ

ニークな商品展開と魅力ある店舗作りにより、競合他社との差別化を図り、お客様に支持されるよう企業価値の最

大化を目指してまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度は、トイザらス セレクト１店舗、ベビーザらス２店舗の新規出店、併設型店舗への改装４店舗及び既存

店舗への合理化投資を行いました。その投資額は16億37百万円、敷金及び保証金（建設協力金）１億47百万円、合計17

億84百万円であります。

２【主要な設備の状況】

　平成20年１月31日現在における各事業所の設備、投下資本ならびに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

区分 地域
店舗数
（店）

建物
構築物
（千円）

機械装置
・車両運
搬具
（千円）

工具器具
備品
（千円）

合計
（千円）

従業員数
（人）

延床面積（㎡） 金額（千円）

 北海道 9
(29,448)

[811]
782,218 35,019 － 374,822 1,192,060

36

（173） 

 青森県 2
(6,620)

[164]
203,302 10,404 － 84,862 298,568

6

（38） 

 岩手県 2
(6,114)

[183]
176,659 8,184 － 91,842 276,686

6

（37） 

 宮城県 3
(11,146)

[317]
195,488 6,627 － 85,550 287,666

8

（62） 

 秋田県 1
(3,312)

[174]
86,557 4,023 － 33,897 124,478

5

（19） 

 山形県 1
(3,112)

[6]
96,128 3,586 － 41,935 141,651

4

（22） 

 福島県 3
(9,782)

[304]
278,690 11,700 － 98,761 389,153

11

（63） 

 茨城県 3
(10,379)

[18]
343,508 16,515 － 139,312 499,335

13

（57） 

 栃木県 4
(13,203)

[207]
359,018 21,438 － 197,250 577,707

17

（89） 

 群馬県 3
(9,177)

[12]
255,032 18,243 － 106,695 379,971

14

（62） 

店舗設備

埼玉県 12
(39,696)

[1,147]
1,140,679 50,433 － 462,744 1,653,857

56

（246） 

千葉県 12
(42,188)

[1,686]
1,648,869 51,738 3,413 568,611 2,272,633

57

（268） 

 東京都 12
(39,198)

[1,404]
1,675,480 47,883 － 749,239 2,472,602

65

（323） 

 神奈川県 13
(46,186)

[1,865]
1,627,717 34,270 1,450 632,122 2,295,559

72

（348） 

 新潟県 2
(6,716)

[9]
218,474 4,387 － 115,978 338,840

10

（50） 

 富山県 2
(6,481)

[10]
196,885 11,575 － 90,956 299,416

9

（36） 

 石川県 1
(2,939)

[5]
89,230 5,119 － 25,119 119,469

5

（19） 

 福井県 1
(3,446)

[5]
124,838 3,739 － 47,126 175,705

4

（19） 

 山梨県 1
(3,381)

[6]
106,683 4,238 － 28,110 139,033

3

（24） 

 長野県 3
(10,916)

[543]
328,546 13,852 － 107,597 449,996

12

（61） 

 岐阜県 1
(3,978)

[144]
92,953 4,590 － 26,114 123,657

5

（22） 

 静岡県 3
(9,660)

[162]
319,037 14,096 － 139,011 472,145

15

（71） 

 愛知県 11
(38,408)

[563]
1,236,211 39,365 3,373 536,041 1,814,992

57

（268） 

 三重県 2
(6,762)

[160]
185,501 4,452 － 59,975 249,928

8

（40） 
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区分 地域
店舗数
（店）

建物
構築物
（千円）

機械装置
・車両運
搬具
（千円）

工具器具
備品
（千円）

合計
（千円）

従業員数
（人）

延床面積（㎡） 金額（千円）

 滋賀県 2
(6,925)

[177]
173,678 5,750 － 59,279 238,708

6

（38） 

 京都府 1
(3,621)

[5]
94,705 4,574 － 28,965 128,245

5

（28） 

 大阪府 14
(46,534)

[1,483]
1,857,394 72,505 3,766 779,730 2,713,397

70

（336） 

 兵庫県 9
(33,995)

[881]
1,063,836 16,913 － 490,060 1,570,811

51

（233） 

 奈良県 2
(6,798)

[173]
201,118 5,847 － 93,217 300,183

10

（46） 

 和歌山県 1
(3,478)

[4]
91,308 10,172 － 24,373 125,855

4

（23） 

 鳥取県 1
(3,677)

[240]
105,869 8,339 － 70,123 184,332

3

（16） 

 岡山県 2
(7,505)

[10]
176,944 7,221 － 60,595 244,761

10

（56） 

 広島県 4
(14,141)

[219]
356,056 15,348 － 190,035 561,439

20

（105） 

 山口県 2
(6,728)

[34]
201,823 12,993 － 114,304 329,121

10

（34） 

店舗設備

香川県 2
(6,395)

[10]
196,533 9,912 － 78,346 284,791

10

（38） 

愛媛県 1
(3,138)

[3]
87,586 2,773 － 26,525 116,885

5

（30） 

 高知県 1
(3,184)

[5]
105,141 1,960 － 38,645 145,747

5

（26） 

 福岡県 9
(32,064)

[1,123]
1,070,013 26,757 － 471,055 1,567,826

41

（185） 

 佐賀県 1
(2,954)

[189]
122,365 6,888 － 62,410 191,664

6

（19） 

 長崎県 1
(4,189)

[208]
104,768 1,090 － 23,968 129,827

3

（16） 

 熊本県 3
(10,637)

[14]
291,422 13,064 － 151,860 456,347

13

（56） 

 大分県 1
(3,371)

[166]
100,783 1,436 － 35,445 137,664

3

（24） 

 宮崎県 1
(3,455)

[9]
112,002 5,816 － 28,686 146,505

5

（20） 

 鹿児島県 1
(3,188)

[4]
96,888 5,764 － 37,270 139,923

3

（21） 

 沖縄県 2
(6,667)

[343]
187,150 8,068 － 101,975 297,194

13

（47） 

 小計 168
(574,892)

[15,205]
18,565,108 668,686 12,004 7,810,557 27,056,356

794

（3,814）

物流設備

市川物流センター

（千葉県市川市）

(41,340)

[2,594]
249,061 1,477 959,765 83,322 1,293,627

7

（2） 

神戸物流センター

（兵庫県神戸市）

(39,350)

[4,062]
85,744 － 969,474 122,315 1,177,534

7

（1） 

ケイヒン物流センター

（神奈川県横浜市）

(4,637)

 
4,476 － － 77,439 81,916

3

（1） 

小計
(85,327)

[6,656]
339,282 1,477 1,929,240 283,078 2,553,079

17

（4） 

その他
本社

（神奈川県川崎市）

(4,195)

 
176,982 － － 285,095 462,078

297

（79） 

合計
(664,414)

[21,861]
19,081,374 670,164 1,941,244 8,378,731 30,071,514

1,108

（3,897）

　（注）１．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。

２．延床面積の（　）書きは、外数で賃借中のものを示しております。

３．延床面積の［　］書きは、内数で賃貸中のものを示しております。

４．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間の平均雇用人員を（　）外数で記載しております。
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５．上記のほかリース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量 リース期間
年間リース料

（千円）

リース契約残高

（千円）

コンピュータ装置

（所有権移転外ファイナンス・リース）
一式 ４～５年間 190,170 497,056

３【設備の新設、除却等の計画】

当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設、除却計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設等

会社名 設備名 所在地 内容
予算金額
（千円）

既支払額
（千円）

今後の所要
資金
（千円）

着工年月
完成予定年
月

年間予想
売上高
（千円）

 

日本トイザらス

　 株式会社

 

トイザらス・

ベビーザらス

つくば店

茨城県つ

くば市葛

城地区土

地区画整

理事業地

内

 店舗の新設 305,805 ― 305,805 平成20年夏 平成20年秋 1,290,000

トイザらス・

ベビーザらス

仙台空港店

宮城県名

取市増田

字関下区

画整理事

業地内

 店舗の新設 305,800 ― 305,800 平成20年夏 平成20年秋 1,250,000

 既存店 ―
店舗の改修

・改装
2,568,880 ― 2,568,880 ― ― ―

 その他 ― ― 281,928 ― 281,928 ― ― ―

合計 ― 3,462,413  ― 3,462,413 ― ― ―

　（注）１．今後の所要資金3,462,413千円は、自己資金及び借入金で賄う予定であります。

２．敷金及び保証金が予算額には108,528千円含まれております。

(2）重要な設備の除却等

　　　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 137,748,000

計 137,748,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

(平成20年１月31日)
提出日現在発行数（株）

(平成20年４月24日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 34,445,982 34,445,982 ジャスダック証券取引所 －

計 34,445,982 34,445,982 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年４月１日から、この有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使

により発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況

（平成15年４月25日定時株主総会決議）

 
事業年度末現在

（平成20年１月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年３月31日）

新株予約権の数（個）                  （注）１ 1,986 1,956

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  （注）１ 198,600 195,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,502 同左

新株予約権の行使期間
自  平成17年４月26日

至  平成20年４月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　    1,502

資本組入額　     751
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における予定数から、退職等の理

由により権利を喪失した者の数を減じております。

　２. (1) 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要する。た

だし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の場合を除

く。)はこの限りでない。

　(2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていな

いこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。
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②　旧商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況

（平成16年４月28日定時株主総会決議）

 
事業年度末現在

（平成20年１月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年３月31日）

新株予約権の数（個）                  （注）１ 2,174 2,112

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  （注）１ 217,400 211,200

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,600 同左

新株予約権の行使期間
自  平成18年４月29日

至  平成21年４月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　  　2,600

資本組入額　  1,300
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における予定数から、退職等の理

由により権利を喪失した者の数を減じております。

　２. (1) 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要する。た

だし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の場合を除

く。) はこの限りでない。

　(2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていな

いこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。
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③　旧商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況

（平成17年４月27日定時株主総会決議）

 
事業年度末現在

（平成20年１月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年３月31日）

新株予約権の数（個）                  （注）１ 2,465 2,397

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  （注）１ 246,500 239,700

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,639 同左

新株予約権の行使期間
自  平成19年４月28日

至  平成22年４月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格　　   1,639

資本組入額     　820
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 －  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  　　　　　－

　（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における予定数から、退職等の理

由により権利を喪失した者の数を減じております。

　２. (1) 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要する。た

だし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の場合を除

く。) はこの限りでない。

　(2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていな

いこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。
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 ④　会社法第361条の規定に基づく取締役会決議による新株予約権の状況　

 　新株予約権Ⅰ（平成18年11月７日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成20年１月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年３月31日）

新株予約権の数（個）                  500 500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  50,000 50,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,255 同左

新株予約権の行使期間
自  平成20年12月１日

至  平成30年11月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   　1,692

資本組入額 　　628
同左

新株予約権の行使の条件 （注） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するには

 取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注)  新株予約権者は、権利行使日に当社の取締役の地位にあること。

  　　　⑤　会社法第361条の規定に基づく取締役会決議による新株予約権の状況　

            新株予約権Ⅱ（平成18年11月７日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成20年１月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年３月31日）

新株予約権の数（個）                  500 500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  50,000 50,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）    1,255 同左

新株予約権の行使期間
自  平成21年12月１日

至  平成31年11月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）         

発行価格　　 　1,709

 資本組入額　     628
同左

新株予約権の行使の条件 （注） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するには

 取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

 　（注)  新株予約権者は、権利行使日に当社の取締役の地位にあること。
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  　　　⑥　会社法第361条の規定に基づく取締役会決議による新株予約権の状況　

  　　　　　新株予約権Ⅲ（平成18年11月７日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成20年１月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年３月31日）

新株予約権の数（個）                  500 500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  50,000 50,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）    1,255 同左

新株予約権の行使期間
自  平成20年４月30日

至  平成25年４月29日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）          

発行価格　　 1,521

 資本組入額　   628
同左

新株予約権の行使の条件 （注） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するには

 取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

 （注）    (1) 平成20年１月31日に終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定さ

　 れたＥＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

 　　　　  (2) 新株予約権者は、平成20年１月31日に当社の取締役の地位にあること。

  　　　⑦　会社法第361条の規定に基づく取締役会決議による新株予約権の状況　

  　　　　　新株予約権Ⅳ（平成18年11月７日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成20年１月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年３月31日）

新株予約権の数（個）                  500 500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  50,000 50,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）    1,255 同左

新株予約権の行使期間
自  平成21年４月30日

至  平成26年４月29日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）          

発行価格　　 　1,589

 資本組入額　  　 628
同左

新株予約権の行使の条件 （注） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するには

 取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項  　　　　　－  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－  　　　　　－

 （注）    (1) 平成21年１月31日に終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定さ

   れたＥＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

 　  　　　(2) 新株予約権者は、平成21年１月31日に当社の取締役の地位にあること。
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  　　　⑧　会社法第361条の規定に基づく取締役会決議による新株予約権の状況　

  　　　　　新株予約権Ⅴ（平成18年11月７日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成20年１月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年３月31日）

新株予約権の数（個）                  500 500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  50,000 50,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）    1,255 同左

新株予約権の行使期間
自  平成22年４月30日

至  平成27年４月29日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）          

発行価格　　 1,657

 資本組入額　   628
同左

新株予約権の行使の条件 （注） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するには

 取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

 （注）    (1) 平成22年１月31日に終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定さ 

   れたＥＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

  　  　　 (2) 新株予約権者は、平成22年１月31日に当社の取締役の地位にあること。

（３）【ライツプランの内容】

         該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成14年７月31日 8,982 34,445,982 149 6,034,099 － 9,503,578

　（注）第４回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権の権利行使

　　　　　行使価格　　　　　　16円70銭

　資本組入額　　　　　16円70銭

（５）【所有者別状況】

 平成20年１月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 8 17 134 21 5 45,244 45,429 －

所有株式数

（単元）
－ 9,810 364 36,787 166,802 19 130,664 344,446 1,382

所有株式数の

割合（％）
－ 2.85 0.11 10.68 48.41 0.01 37.94 100.00 －

　（注）１．自己株式144,028株は、「個人その他」に1,440単元及び「単元未満株式の状況」に28株を含めて記載しており

ます。

　      ２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が37単元（3,700株）含まれております。
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（６）【大株主の状況】

 平成20年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

ティーアールユー・ジャパン・ホールディン

グス・インク

 (常任代理人　ゴールドマン・サックス証券会

社東京支店)

One Geffrey Way, Wayne ,New

Jersey, U.S.A.

（東京都港区六本木６-10-１）

164,520 47.76

日本マクドナルドホールディングス株式会社 東京都新宿区西新宿６-５-１ 35,740 10.38

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２-11-３ 9,450 2.74

日本トイザらス社員持株会 神奈川県川崎市幸区大宮町1310 2,174 0.63

バンクオブニューヨークルクセンブルグエス

エイノントリーティーアカウント

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀行）

13, RUE Beaumont-BP 263

L-1219 Luxembourg

Luxembourg

(東京都千代田区丸の内２-７-１)

1,290 0.37

カセイスバンクオーデイナリーアカウント

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀行）

1 Place Valhubert 75013 Paris France

(東京都千代田区丸の内２-７-１)
454 0.13

坂井　正雄  奈良県葛城市 310 0.09

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２-２-２ 255 0.07

小澤　繁彦  東京都港区 253 0.07

バンクオブニューヨークジーシーエムクライ　

アントアカウンツイーアイエスジー

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

 Peterborough Court 133 F

leet Street London EC4A 2BB, UK
211 0.06

計 － 214,657 62.30

　（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 9,450百株

２．上記の他、自己株式が   1,440百株あります。

３．ティーアールユー・ジャパン・ホールディングス・インクの所有164,520百株は、ゴールドマンサックスアン

ドカンパニーレギュラーアカウントに同社が委託した信託財産であり、その議決権行使の指図権は、ティー

アールユー・ジャパン・ホールディングス・インクが留保しております。

４．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数の9,450百株は、日本マクドナルドホールディングス株

式会社が同行に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図権は、日本マクドナルド

ホールディングス株式会社が留保しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     144,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  34,300,600 343,006 －

単元未満株式 普通株式       1,382 － －

発行済株式総数 34,445,982 － －

総株主の議決権 － 343,006 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式数が 3,700株（議決権の数37個）が含まれてお

ります。

②【自己株式等】

 平成20年１月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トイザらス

株式会社

神奈川県川崎市幸区

大宮町1310番地
144,000 － 144,000 0.42

計 － 144,000 － 144,000 0.42
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（８）【ストックオプション制度の内容】

①　旧商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況

決議年月日 平成15年４月25日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役及び使用人

人数は取締役会において決定する

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 320,000株を上限とする。（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２

新株予約権の行使期間 平成17年４月26日から平成20年４月25日まで

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の

目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で権利を行使さ

れていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権行使時に払込みをすべき金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立しな

い日を除く。）の日本証券業協会が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最終価格」という。）の平均

値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約権１個当たりの目的たる

株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終価格（当日に最終価格が

ない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の日の最終価格をもって払

込価額とする。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の

算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使の場合及び旧商法に定める新株

予約権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使の場合を除く。）または自己株式の

処分を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。また、

「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日の

１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処

分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。

３．退職等により112名、1,212個分は失権しております。

４．(1）権利予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の場合は

除く。)はこの限りでない。

　　(2）新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていな

いこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。
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②　旧商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況

決議年月日 平成16年４月28日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役及び使用人

人数は取締役会において決定する

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 324,800株を上限とする。（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２

新株予約権の行使期間 平成18年４月29日から平成21年４月28日まで

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の

目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で権利を行使さ

れていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権行使時に払込みをすべき金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立しな

い日を除く。）の日本証券業協会が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最終価格」という。）の平均

値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約権１個当たりの目的たる

株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終価格（当日に最終価格が

ない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の日の最終価格をもって払

込価額とする。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の

算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使の場合及び旧商法に定める新株

予約権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使の場合を除く。）または自己株式の

処分を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。また、

「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日の

１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処

分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。

３．退職等により102名、1,041個分は失権しております。

４．(1）権利予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の場合は

除く。)はこの限りでない。

　　(2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていない

こと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。
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③　旧商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況

決議年月日 平成17年４月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役及び使用人

人数は取締役会において決定する

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 341,000株を上限とする。（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２

新株予約権の行使期間 平成19年４月28日から平成22年４月27日まで

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の

目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で権利を行使さ

れていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権行使時に払込みをすべき金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立しな

い日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最終価格」とい

う。）の平均値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約権１個当たり

の目的たる株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終価格（当日に

最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の日の最終価格

をもって払込価額とする。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の

算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使の場合及び旧商法に定める新株

予約権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使の場合を除く。）または自己株式の

処分を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。また、

「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日の

１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処

分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。

        ３. 退職等により83名、962個分は失権しております。

４．(1）権利予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の場合は

除く。)はこの限りでない。

　　(2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていない

こと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。
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 ④　会社法第361条の規定に基づく取締役会決議による新株予約権の状況　

 　新株予約権Ⅰ（平成18年11月７日取締役会決議）

決議年月日 平成18年11月７日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役

１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 50,000株（注）１

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は

その算定方法
（注）２

新株予約権の行使期間 平成20年12月１日から平成30年11月30日まで

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－

 （注）１．割当日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により新

株予約権の目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で権利

を行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じ

た場合は、これを切り捨てるものとする。

 　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　　 ２． 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日

（取引が成立しない日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最

終価格」という。）の平均値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約

権１個当たりの目的たる株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終

価格（当日に最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の

日の最終価格をもって払込価額とする。

 　　　　　 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

            また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行

使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

            上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。また、

「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日の

１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処

分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。

        ３. 行使日に当社の取締役の地位にあること。
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 ⑤　会社法第361条の規定に基づく取締役会決議による新株予約権の状況　

 　　　　　新株予約権Ⅱ（平成18年11月７日取締役会決議）

決議年月日 平成18年11月７日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役

１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 50,000株（注）１

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は

その算定方法
（注）２

新株予約権の行使期間 平成21年12月１日から平成31年11月30日まで

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－

  （注）１．割当日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により

新株予約権の目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で

権利を行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が

生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

 　　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

  　　　２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日

（取引が成立しない日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最

終価格」という。）の平均値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約

権１個当たりの目的たる株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終

価格（当日に最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の

日の最終価格をもって払込価額とする。

            なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の

算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

            また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行

使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

            上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。また、

「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日の

１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処

分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。

       ３. 行使日に当社の取締役の地位にあること。
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      ⑥　会社法第361条の規定に基づく取締役会決議による新株予約権の状況　

          新株予約権Ⅲ（平成18年11月７日取締役会決議）

決議年月日 平成18年11月７日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役

１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 50,000株（注）１

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は

その算定方法
（注）２

新株予約権の行使期間 平成20年４月30日から平成25年４月29日まで

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－

  （注）１．割当日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により

新株予約権の目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で

権利を行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が

生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

 　　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

  　　　２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日

（取引が成立しない日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最

終価格」という。）の平均値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約

権１個当たりの目的たる株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終

価格（当日に最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の

日の最終価格をもって払込価額とする。

            なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の

算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

 

            また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行

使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

            上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。また、

「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日の

１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処

分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。

  　　 ３．(1）平成20年１月31日終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定されたＥ

ＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

 　　　　　(2) 平成20年１月31日に当社の取締役の地位にあること。
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      ⑦　会社法第361条の規定に基づく取締役会決議による新株予約権の状況　

          新株予約権Ⅳ（平成18年11月７日取締役会決議）

決議年月日 平成18年11月７日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役

１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 50,000株（注）１

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は

その算定方法
（注）２

新株予約権の行使期間 平成21年４月30日から平成26年４月29日まで

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－

  （注）１．割当日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により

新株予約権の目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で

権利を行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が

生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

 　　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

  　　　２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日

（取引が成立しない日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最

終価格」という。）の平均値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約

権１個当たりの目的たる株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終

価格（当日に最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の

日の最終価格をもって払込価額とする。

            なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の

算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

            また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行

使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

            上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。また、

「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日の

１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処

分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。

  　　 ３．(1）平成21年１月31日終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定されたＥ

ＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

 　　　　　(2) 平成21年１月31日に当社の取締役の地位にあること。
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      ⑧　会社法第361条の規定に基づく取締役会決議による新株予約権の状況　

          新株予約権Ⅴ（平成18年11月７日取締役会決議）

決議年月日 平成18年11月７日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役

１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 50,000株（注）１

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は

その算定方法
（注）２

新株予約権の行使期間 平成22年４月30日から平成27年４月29日まで

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－

  （注）１．割当日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により

新株予約権の目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で

権利を行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が

生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

 　　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

  　　　２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日

（取引が成立しない日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最

終価格」という。）の平均値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約

権１個当たりの目的たる株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終

価格（当日に最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の

日の最終価格をもって払込価額とする。

            なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の

算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

            また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行

使の場合除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たりの時

価
＝調整前払込価額×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

            上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。また、

「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日の

１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処

分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。

  　　 ３．(1）平成22年１月31日終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定されたＥ

ＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

 　　　　　(2) 平成22年１月31日に当社の取締役の地位にあること。
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      ⑨　会社法第361条の規定に基づく取締役会決議による新株予約権の状況　

 　　　　（平成20年４月24日取締役会決議）

決議年月日 平成20年４月24日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役

１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 50,000株（注）１

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は

その算定方法
（注）２

新株予約権の行使期間 平成22年６月２日から平成30年６月１日まで

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  　　　　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－

  （注）１．当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下株式分割の記載につき

同じ。）または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は当該時点で権利を行使されていない新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未

満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

 　　　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

            上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で付与株式

数を調整する。

  　　　２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることがで

きる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立

しない日を除く。）のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値の金額（１

円未満の端数は切り上げる。）とする。ただし、当該金額が割当日の終値（取引が成立しない場合はそれに先

立つ直近日の終値）を下回る場合は、割当日の終値とする。

なお、当社が、当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

            また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行

使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

            なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に係

る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの

場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行う

ことができるものとする。

  　　 ３．(1）各新株予約権の一部行使はできないものとする。

 　　　　　(2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役又は使用人等の地位にあること。
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２【自己株式の取得等の状況】

 　　　【株式の種類等】　　　該当事項はありません。

 

   （１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　    該当事項はありません。

 

　 （２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　    該当事項はありません。

 

   （３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　    該当事項はありません。

   （４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

 

区分 

当事業年度 

（自　平成19年２月１日 

    至　平成20年１月31日） 

当期間 

（自　平成20年２月１日 

    至　平成20年４月24日） 

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

 引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

 消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

 合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

 取得自己株式
－ － － －

 その他

（－）
－ － － －

 保有自己株式数 144,028 － 144,028 －
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３【配当政策】

当社は、安定的な利益還元を行うことを基本方針とする一方、企業体質を強化し、安定した収益基盤を確保するため

に内部留保を充実させることが必要であると考えております。なお当社は、期末配当として年１回の配当を行うこと

を基本方針としております。この方針に基づき、株主配当につきましては各決算期の財政状態や経営環境等を総合的

に勘案して決定してまいりたいと考えております。

当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり10円の配当を実施することを決定いたしました。この結

果、当期における純資産配当率は1.1％となりました。

当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当を行うことができる。」旨

を定款に定めております。

 なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

 決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当金

（円） 

 平成20年３月13日

取締役会決議
343 10

また、内部留保資金につきましては財務体質の強化を図るとともに運転資金に充当し、事業活動の深耕に努めてま

いりたいと考えております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 平成20年１月

最高（円） 2,600
1,964

※　　　2,850
1,745 1,615 1,164

最低（円） 1,080
1,615

※　　　1,660
1,390 1,100 790

　（注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協

会の公表のものであります。なお、第17期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のもの

であります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年８月 ９月 10月 11月 12月 平成20年１月

最高（円） 1,000 939 925 921 920 944

最低（円） 920 801 838 870 893 790

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役会長

(代表取締役)
 小寺　圭 昭和21年９月26日生

昭和46年４月 南印貿易株式会社入社

昭和49年10月 ゼネラルモーターズ・ディストリ

ビューション・コーポレーション入

社

昭和51年10月 ソニー株式会社入社

昭和61年４月 同社海外営業本部中近東アフリカ部

長

平成３年４月 ソニー・アジア・マーケティング・

カンパニー（シンガポール）社長

平成８年４月 ソニー株式会社　海外営業本部長

平成９年６月 ソニー・ヨーロッパ・コンシュー

マー・マーケティング・グループ　

プレジデント

平成13年４月 ソニーマーケティング株式会社　社

長

平成15年４月 ソニー・チャイナ・インク　会長

平成18年９月 当社顧問

平成18年11月 当社代表取締役社長兼最高経営責任

者（ＣＥＯ）

平成19年４月 当社代表取締役会長兼社長兼最高経

営責任者（ＣＥＯ）

平成19年11月 当社代表取締役会長兼社長

平成20年４月 当社代表取締役会長（現任）

(注)３ －

取締役社長

(代表取締役)

最高経営責

任者（ＣＥ

Ｏ）

モニカ　メルツ 昭和24年５月13日生

昭和46年12月 タウン・アンド・カントリー・レ

ディス・リテーラー入社

昭和56年８月 ハドソン・ベイ・カンパニー入社

平成３年12月 プライス／コストコ入社

平成５年９月 コンシューマーズ・ディストリ

ビューティング入社

宝飾品部門バイス・プレジデント

平成８年10月 トイザラス・カナダ・リミテッド入

社　マーチャンダイジング／マーケ

ティング部門バイス・プレジデント

平成12年１月 同社プレジデント兼マネージング・

ディレクター

平成19年11月 当社最高経営責任者（ＣＥＯ）

平成20年４月 当社代表取締役社長兼最高経営責任

者（ＣＥＯ）（現任）

(注)３ －

取締役副社長

(代表取締役)

最高財務責

任者（ＣＦ

Ｏ）兼財務

・情報シス

テム本部長

石橋　善一郎  昭和34年10月11日生

昭和57年４月 富士通株式会社入社

昭和60年11月 富士通アメリカ・インク出向

平成２年７月 株式会社コーポレイト・ディレク

ション入社

平成３年11月 インテル株式会社入社　事業管理担

当部長

平成９年11月 同社コントローラー（事業管理・経

理部門を統括）

平成12年２月 米国インテル本社出向　製品事業部

コントローラー

平成14年８月 インテル株式会社帰任　日本法人コ

ントローラー

平成17年３月 株式会社ディーアンドエムホール

ディングス入社　執行役ＣＦＯ

平成19年11月 当社副社長兼最高財務責任者（ＣＦ

Ｏ）兼財務・情報システム本部長

平成20年４月 当社代表取締役副社長兼最高財務責

任者（ＣＦＯ）兼財務・情報システ

ム本部長

(注)３ 300 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  城下　純一 昭和39年11月13日生

昭和62年４月 ジェーピー・モルガン入社　

平成元年４月 エンジニアリング・コンサルティン

グ・ファームズ・アソシエーション

・オブ・ジャパン入社

平成５年８月 株式会社ボストン コンサルティン

グ グループ入社

平成10年４月 モルガン・スタンレー入社

平成10年12月 同社バイス・プレジデント

平成13年12月 同社エグゼクティブ・ディレクター

平成16年12月 同社マネージング・ディレクター

平成18年３月 ベインキャピタル・アジア・ＬＬＣ

マネージングディレクター（現任）

平成18年４月 当社取締役（現任）

(注)３ －

取締役  橘田　尚彦 昭和42年９月６日生

平成３年４月 株式会社東京銀行入行

平成８年９月 株式会社ボストン コンサルティン

グ グループ入社

平成12年２月 シュローダー・ベンチャース株式会

社入社

平成13年６月 同社パートナー

平成14年10月 株式会社ＭＫＳパートナーズ設立と

共にパートナーとして出向

平成18年３月 同社取締役

平成19年４月 株式会社ＫＫＲジャパン入社

代表取締役兼マネージング ディレ

クター（現任）

平成20年１月 株式会社ＫＫＲキャピタル・マー

ケッツ　取締役（現任）

平成20年４月 当社取締役（現任）

(注)３ －

取締役  
デビッド　Ｊ．

シュワルツ 
昭和42年６月30日生

平成４年９月 アンダーソン・キル・アンド・オ

リック・ＰＣ入社　コーポレート・

パートナー

平成13年２月 トイザラス・インク入社　バイス・

プレジデント　コーポレート・カウ

ンセル兼アシスタント・コーポレー

ト・セクレタリー

平成14年１月 同社バイス・プレジデント　デピュ

ティ・ゼネラル・カウンセル兼アシ

スタント・コーポレート・セクレタ

リー

平成15年９月 同社シニア・バイス・プレジデント

　ゼネラル・カウンセル兼アシスタ

ント・コーポレート・セクレタリー

平成18年４月 同社シニア・バイス・プレジデント

　ゼネラル・カウンセル兼コーポ

レート・セクレタリー　（現任）

平成20年４月 当社取締役（現任）

(注)３ －

取締役  
ロバート　Ｓ．

ザーラ 
昭和27年12月31日生

昭和50年８月 アーンスト・アンド・ヤング入社

平成３年８月 トイザラス・インク入社　内部監査

担当ディレクター

平成９年２月 同社内部監査担当バイス・プレジデ

ント

平成11年９月 同社ベビーザらス、キッザラス担当

バイス・プレジデント兼ＣＦＯ

平成14年４月 同社国際部担当バイス・プレジデン

ト兼ＣＦＯ

平成18年11月 当社取締役（現任）

平成19年１月 トイザラス・インク国際部シニア・

バイス・プレジデント　財務担当兼

ＣＦＯ（現任）

(注)３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役  三好　英明 昭和17年６月15日生

昭和40年４月 日本鋼管株式会社入社

昭和53年７月 同社福山製鉄所会計室長

昭和58年７月 同社福山製鉄所原価管理室長

昭和63年７月 同社鉄鋼事業部鉄鋼総括部管理室長

平成３年７月 同社経理部長

平成８年６月 同社財務担当取締役

平成11年４月 エヌケーケー物流株式会社代表取締

役社長

平成13年７月 同社相談役

平成19年４月 当社監査役（現任）

(注)４ －

監査役  阿部　弓樹 昭和16年８月26日生

昭和42年４月 株式会社大阪銀行入行

昭和46年９月 ソニー株式会社入社

昭和49年７月 ソニーオーバーシーズ（スイス）入

社

平成４年７月 ソニー株式会社海外統括本部統括部

長

平成８年７月 ソニーインド　財務担当取締役

平成19年４月 当社監査役（現任）

(注)４ －

監査役  長谷川　隆 昭和15年１月12日生

昭和37年４月 社団法人共同通信社入社

昭和63年４月 同社経済部長

平成６年６月 同社ラジオ・テレビ局長

平成10年６月 同社常務理事

平成11年６月 日本衛星放送株式会社取締役

平成12年６月 株式会社共同通信社代表取締役専務

平成14年６月 同社顧問

平成15年10月 神戸大学文学部講師

平成17年４月 経営倫理実践研究センター　フェ　

ロー（現任）

平成18年９月 株式会社新聞制作センター　編集顧

問（現任）

平成19年４月 当社監査役（現任）

(注)４ －

    計  300

　（注）１．取締役の城下純一、橘田尚彦、デビッド　Ｊ．シュワルツ及びロバート　Ｓ．ザーラは、会社法第２条第15号に

定める社外取締役であります。

２．監査役は全員、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成20年４月24日開催の定時株主総会から１年間であります。

４．平成19年４月26日開催の定時株主総会から４年間であります。

５．当社では、安定した成長の維持を目指して、経営と執行を分離し、長期的展望を持つ経営と日常業務執行の強

化につなげる体制を作り、経営基盤をより強固なものにすることを目的として、執行役員制度を導入しており

ます。執行役員は、次の６名で構成されております。

執行役員　店舗運営本部長 春名　利昭

執行役員　店舗開発・建設本部長 中嶋　義一

執行役員　サプライチェーン本部長兼同本部ロジスティックス部長 平塚　勝啓

執行役員　マーチャンダイズ本部長 榊原　伸司

執行役員　コーポレート本部長兼経営企画室長 横手　仁美

執行役員　マーケティング本部長 髙瀨　眞居
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

 ※  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

   当社は、激しく変化する経営環境に迅速かつ柔軟に対応できる経営体制を確立し、経営の健全性及び透明性を

高めるために、コーポレート・ガバナンス（企業統治）の充実・強化は経営の最重要課題の一つであると考えて

おります。

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関の説明及び内部統制システムの状況

  当社は、従来からの監査役制度を引き続き採用するとともに、執行役員制度を導入し、取締役会が選任した執行

役員が適切に委譲された権限の下で業務執行を行い、取締役会及び執行役員会等を通じて、取締役会及び監査役

が業務執行のモニタリングを行っております。有価証券報告書の提出日の時点において、取締役会は７名の取締

役で構成されており、うち４名は社外取締役であります。社外取締役に対する専従スタッフはおりませんが、コー

ポレート本部で適宜対応しております。また、監査役会は３名の監査役（うち１名が常勤）で構成されており、全

員が社外監査役であります。監査役は定期的に監査役会を開催し、監査に関する重要事項について協議を行い、業

務執行の適法性をチェックするとともに、会計監査人との連携強化を図り、経営の透明性の向上に努めておりま

す。常勤監査役は、取締役会及び執行役員会のみならず、社内におけるその他の重要会議にも適宜出席し、取締役

の業務執行を十分監視できる体制となっております。なお、当社は複数の法律事務所から必要に応じ法律全般に

ついて助言と指導を受けております。また、会計監査人である監査法人トーマツには、通常の会計監査を通じ、経

営の透明性に関する適切な助言を受けております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制については下図のとおりです。
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②　内部監査及び会計監査の状況

  当社では、監査対象となるその他の部門から完全に独立した内部監査室を設置し、４名の専任スタッフが配さ

れております。内部監査室は、定期的に業務遂行状況のモニタリングを実施するとともに、各部の内部統制制度の

調整を図っております。また、内部監査室は、監査役及び会計監査人との連絡・調整機能を担っており、会計監査

及び業務監査に関する情報の共有と意見交換を実施しており、監査役、会計監査人及び内部監査室が相互に連携

し、業務執行に対するモニタリングを行っております。

  当社は、監査法人トーマツと監査契約を締結し、同監査法人が会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を

実施しております。

  当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び当社に係る継続年数、監査業務に係る補助者の構成は、以

下のとおりです。

  業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数

            指定社員　業務執行社員　　西岡　雅信　１年

　　　　　　指定社員　業務執行社員　　築出　喜和　１年

　　　　　　指定社員　業務執行社員　　山田　　努　１年        

      　  監査業務に係る補助者の構成

            公認会計士　６名　　会計士補等　10名　　

      ③　社外取締役及び社外監査役との関係

社外取締役の城下純一氏が所属するベインキャピタル・アジア・ＬＬＣ、橘田尚彦氏が所属する株式会社Ｋ

ＫＲジャパンは、それぞれ当社の親会社であるトイザラス・インクに出資している会社またはその関係会社で

あります。また、社外取締役のデビッド　Ｊ．シュワルツ氏、ロバート　Ｓ．ザーラ氏が所属するトイザラス・イ

ンクは、当社の親会社であり、同社グループの知的財産管理会社であるトイザラス・サービス・エル・エル・

シー及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シー（以下「ライセンサー」という。）との間で登

録商標の使用許諾に関するライセンス契約を締結し、その対価としてのロイヤリティを支払っております。そ

の一方で、日本国内における広告宣伝及び広報活動を通じたトイザラスシステムの名声の高揚を目的として、

ライセンサーとマーケティングサポート契約を締結し、その対価を受け取っております。加えて、トイザラス・

インクとの間でメンテナンス・アンド・サポート契約を締結し、トイザラスグループで共有するインフォメー

ションシステムに係るメンテナンス及び業務支援サービス等の提供を受け、その対価としてのサービス料を支

払っております。

 

（2）リスク管理体制の整備の状況

当社では、常勤の取締役を長とするリスク・マネジメントコミティーを組織し、企業を取り巻くさまざまなリス

クに該当する事態が生じた場合には、このリスク・マネジメントコミティーが迅速かつ適切な対処方針を検討する

こととしております。さらに、リスク・マネジメントコミティーは、発生したリスクが会社の将来に大きな影響を与

えるおそれのあるものと判断した場合には、その上部組織であり、社長をその長とするクライシス・マネジメント

コミティーに報告することとし、クライシス・マネジメントコミティーでは、報告されたリスクの評価を実施し、当

該リスクが会社の将来に大きな影響を与えるものと判断した場合には、速やかに緊急対策本部を設置し、当該リス

クへの対応を命じる体制を敷いております。

        また、当社は、厳格で厳密な倫理基準に従い事業を遂行することを経営倫理に関する基本方針と定め、この方針に

基づいた倫理基準及び事業活動の方針を明確にした倫理規程を制定しております。当社では、社員に対して倫理規

程に定める方針を理解させるため、倫理規程に関する質疑や倫理規程に反する行為に対する異議申し立てを受け付

けるための専用窓口として社内オンブズマンを任命し、その任に当たらせております。

        さらに、当社では、平成18年４月１日に施行された公益通報者保護法への対応を図るとともに、潜在的なリスクを

抽出し、いち早くその改善に着手するために、平成17年10月から内部通報制度「トイザらス・ハローコール」を導

入いたしております。この制度は、内部通報に関する専用相談窓口を社外の第三者に委託し、社員が自ら知り得た会

社の潜在的リスクやトラブルについて安心して相談できるように配慮したものであり、会社に対して将来大きな損

害を与えるような問題の発生を未然に防止する機能を果たしております。
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     当社のリスク・マネジメント体制については下図のとおりです。

（3）役員報酬及び監査報酬の内容

　 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりで

あります。

役員報酬の内容

取締役に支払った報酬総額　　 136百万円

          (うち社外取締役              －百万円）

監査役に支払った報酬総額　　  17百万円  

　合計　　　　　　　　　　　 153百万円

 （注）報酬総額には、ストックオプションによる報酬額43百万円（取締役１名に対し43百万円）が

　　　         含まれております。

監査報酬の内容

         当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する監査報酬の内容は、以下のとおりであります。

  公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬     　42百万円
  それ以外の報酬                                                                      ―      

             合計                                                                          42百万円

（4）取締役の定数

　 当社の取締役は、３名以上とする旨定款に定めております。

（5）取締役の選任の決議要件

　 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

（6）取締役会で決議することができることとした株主総会決議事項とその理由

　 当社では、平成18年４月27日に開催した第18期定時株主総会において、機動的に意思決定を行えることとするため、

剰余金の配当については取締役会の決議による旨定款を変更しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下、

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第19期事業年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

20期事業年度（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）の

財務諸表については、新日本監査法人による監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づ

き、当事業年度（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）の財務諸表については、監査法人トーマツによる

監査を受けております。

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　前事業年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）の財務諸表　　新日本監査法人

　当事業年度（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）の財務諸表　　監査法人トーマツ

３．連結財務諸表について

　当社は連結子会社が存在しなくなったため、前事業年度より連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年１月31日）
当事業年度

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金  ※１  952,439   1,322,849  

２．売掛金   2,245,484   2,024,140  

３．商品   20,227,582   21,175,360  

４．貯蔵品   278,307   255,961  

５．前払費用   1,910,197   1,910,994  

６．繰延税金資産   1,799,107   1,163,725  

７．未収入金   1,058,376   1,607,017  

８．一年以内返還予定
保証金

  1,327,918   1,725,022  

９．その他   106,900   125,039  

    　貸倒引当金   △238   △7,183  

流動資産合計   29,906,076 31.0  31,302,928 33.4

Ⅱ　固定資産        

１. 有形固定資産        

（1）建物  33,063,177   31,290,856   

 減価償却累計額  11,465,456 21,597,721  12,209,481 19,081,374  

（2）構築物  1,228,147   1,164,121   

 減価償却累計額  457,159 770,987  493,956 670,164  

（3）機械装置  2,041,974   3,563,340   

 減価償却累計額  776,086 1,265,888  1,642,405 1,920,935  

（4）車両運搬具  112,456   112,226   

 減価償却累計額  81,987 30,469  91,916 20,309  

（5）工具器具備品  16,570,267   16,584,624   

 減価償却累計額  7,212,176 9,358,091  8,205,892 8,378,731  

（6）建設仮勘定   124,219   －  

有形固定資産合計   33,147,378 34.3  30,071,514 32.0

 

EDINET提出書類

日本トイザらス株式会社(E03339)

有価証券報告書

 50/100



  
前事業年度

（平成19年１月31日）
当事業年度

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２. 無形固定資産        

（1）ソフトウェア   892,254   668,878  

（2）電話加入権   82,365   82,365  

無形固定資産合計   974,620 1.0  751,244 0.8

３. 投資その他の資産        

（1）投資有価証券   2,055   1,733  

（2）破産・再生・更生
債権等

  1,109,877   1,047,098  

（3）長期前払費用   4,034,270   3,535,749  

（4）繰延税金資産   854,329   657,934  

（5）敷金及び保証金   27,227,543   27,194,511  

       貸倒引当金   △703,057   △698,335  

投資その他の資産合計   32,525,017 33.7  31,738,690 33.8

固定資産合計   66,647,016 69.0  62,561,448 66.6

資産合計   96,553,093 100.0  93,864,377 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   24,629,573   26,609,751  

２．短期借入金   17,100,000   14,600,000  

３．一年以内返済予定長期
借入金

  880,000   880,000  

４．未払金   2,876,451   2,383,490  

５．未払費用   726,708   1,143,190  

６．未払法人税等   209,658   355,869  

７．未払消費税等   326,300   142,297  

８．預り金   604,508   250,776  

９．賞与引当金   368,576   201,239  

10. 店舗閉鎖損失引当金   362,250   82,455  

11．契約解除損失引当金   300,000   300,000  

12．リコール損失引当金   125,000   －  

13．ポイント費用引当金   46,000   64,000  

14．設備関係未払金   535,926   98,195  

15．その他   9,985   130,857  

流動負債合計   49,100,939 50.8  47,242,123 50.3
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前事業年度

（平成19年１月31日）
当事業年度

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   16,260,000   15,380,000  

２．退職給付引当金   329,262   317,445  

３．役員退職慰労引当金   35,949   64,389  

４．預り保証金   287,195   296,659  

５．その他   53,452   114,401  

固定負債合計   16,965,859 17.6  16,172,896 17.2

負債合計   66,066,798 68.4  63,415,019 67.5

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   6,034,099 6.3  6,034,099 6.4

２．資本剰余金        

   資本準備金  9,503,578   9,503,578   

資本剰余金合計   9,503,578 9.8  9,503,578 10.1

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  12,973   12,973   

(2）その他利益剰余金        

特別償却準備金  162,666   105,772   

繰越利益剰余金  15,025,596   15,001,798   

利益剰余金合計   15,201,235 15.7  15,120,543 16.1

４．自己株式   △260,310 △0.2  △260,310 △0.2

株主資本合計   30,478,603 31.6  30,397,911 32.4

Ⅱ　評価・換算差額等        

　　その他有価証券評価差額
金

  366 0.0  174 0.0

評価・換算差額等合計   366 0.0  174 0.0

Ⅲ　新株予約権   7,324 0.0  51,271 0.1

純資産合計   30,486,294 31.6  30,449,357 32.5

負債純資産合計   96,553,093 100.0  93,864,377 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．商品売上高  192,542,521   189,445,010   

２．賃貸料収入  1,822,112 194,364,634 100.0 1,857,430 191,302,440 100.0

Ⅱ　売上原価        

(1) 商品売上原価        

１．商品期首たな卸高  24,604,622   20,227,582   

２．当期商品仕入高  136,898,919   135,173,724   

合計  161,503,541   155,401,306   

３．他勘定振替高 ※１ 1,752,300   40,662   

４．商品期末たな卸高  20,227,582   21,175,360   

商品売上原価  139,523,658   134,185,283   

(2）賃貸原価  380,581 139,904,240 72.0 386,124 134,571,408 70.3

売上総利益   54,460,393 28.0  56,731,032 29.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．運送費  956,591   1,026,588   

２．広告宣伝費  3,378,592   3,223,343   

３．ロイヤリティ  4,874,930   4,161,775   

４．支払手数料  926,334   983,642   

５．役員報酬  66,961   110,543   

６. 役員退職金  64,504   －   

７. 株式報酬費用  7,324   43,946   

８．給与手当  11,183,318   13,042,190   

９．賞与  1,019,991   199,541   

10．賞与引当金繰入額  368,576   201,239   

11．退職給付費用  306,499   300,707   

12．役員退職慰労引当金
繰入額

 18,537   28,440   

13．福利厚生費  1,289,238   1,345,119   

14．交際費  325,739   332,851   

15．旅費交通費  214,316   239,959   

16．通信費  199,533   206,414   

17．水道光熱費  2,084,247   2,157,396   

18．消耗品費  1,049,307   1,073,036   
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前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

19．租税公課  714,842   716,437   

20．減価償却費  3,597,163   3,702,833   

21．賃借料  16,960,842   17,127,422   

22. ポイント費用引当金
繰入額

 46,000   18,000   

23．その他  3,249,149 52,902,544 27.2 3,782,215 54,023,644 28.3

営業利益   1,557,848 0.8  2,707,387 1.4

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  460,149   422,065   

２．仕入割引  1,478   1,643   

３．業務受託料  275,037   150,068   

４．賃貸料収入  115,889   119,616   

５. 為替差益  20,386   60,671   

６．その他  198,905 1,071,846 0.6 150,742 904,808 0.5

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  406,884   487,561   

２．支払保証料  29,901   25,496   

３．貸倒引当金繰入額  228,000   2,000   

４．賃貸費用  111,578   111,579   

５．その他  205,242 981,607 0.5 69,486 696,123 0.4

経常利益   1,648,088 0.9  2,916,072 1.5
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前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

 Ⅵ　特別利益        

　　　 貸倒引当金戻入益  289,264 289,264 0.1 － － －

 Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 296,941   230,505   

２．店舗閉鎖損失 ※３ 583,667   193,314   

３. 店舗閉鎖損失引当金
繰入額

 362,250   82,455   

４. 商品整理損失  1,698,046   －   

５. 契約解除損失引当金
繰入額 

 300,000   －   

６. リコール損失  21,389   34,642   

７. リコール損失引当金
繰入額 

 125,000   －   

８. 減損損失  ※４ －   777,533   

９. 差入保証金評価差額  －   138,116   

10. 債務保証損失  － 3,387,295 1.7 100,270 1,556,838 0.8

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△）

  △1,449,941 △0.7  1,359,234 0.7

法人税、住民税及び
事業税

 173,000   265,000   

法人税等調整額  △416,098 △243,098 △0.1 831,907 1,096,907 0.6

当期純利益又は当期純
損失（△）

  △1,206,843 △0.6  262,327 0.1
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成18年２月１日　至平成19年１月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成18年１月31日　残高
（千円）

6,034,099 9,503,578 12,973 261,093 18,507,761 18,781,828 △260,310 34,059,196

事業年度中の変動額         

利益処分による
特別償却準備金の繰入

   23,243 △23,243 －  －

利益処分による
特別償却準備金の取崩

   △67,660 67,660 －  －

特別償却準備金の積立    15,364 △15,364 －  －

特別償却準備金の取崩    △69,374 69,374 －  －

剰余金の配当     △1,029,058 △1,029,058  △1,029,058

当期純損失     △1,206,843 △1,206,843  △1,206,843

合併による抱合株式消却額     △1,344,691 △1,344,691  △1,344,691

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － △98,427 △3,482,165 △3,580,593 － △3,580,593

平成19年１月31日　残高
（千円）

6,034,099 9,503,578 12,973 162,666 15,025,596 15,201,235 △260,310 30,478,603

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成18年１月31日　残高
（千円）

273 － 34,059,470

事業年度中の変動額    

利益処分による
特別償却準備金の繰入

  －

利益処分による
特別償却準備金の取崩

  －

特別償却準備金の積立   －

特別償却準備金の取崩   －

剰余金の配当   △1,029,058

当期純損失   △1,206,843

合併による抱合株式消却額   △1,344,691

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

92 7,324 7,416

事業年度中の変動額合計
（千円）

92 7,324 △3,573,176

平成19年１月31日　残高
（千円）

366 7,324 30,486,294

当事業年度（自平成19年２月１日　至平成20年１月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成19年１月31日　残高
（千円）

6,034,099 9,503,578 12,973 162,666 15,025,596 15,201,235 △260,310 30,478,603
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

事業年度中の変動額         

特別償却準備金の繰入    － － －  －

特別償却準備金の取崩    △56,893 56,893 －  －

剰余金の配当     △343,019 △343,019  △343,019

当期純利益     262,327 262,327  262,327

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － △56,893 △23,797 △80,691 － △80,691

平成20年１月31日　残高
（千円）

6,034,099 9,503,578 12,973 105,772 15,001,798 15,120,543 △260,310 30,397,911

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成19年１月31日　残高
（千円）

366 7,324 30,486,294

事業年度中の変動額    

特別償却準備金の繰入   －

特別償却準備金の取崩   －

剰余金の配当   △343,019

当期純利益   262,327

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△191 43,946 43,754

事業年度中の変動額合計
（千円）

△191 43,946 △36,936

平成20年１月31日　残高
（千円）

174 51,271 30,449,357
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益又は純損失（△）  △1,449,941 1,359,234

減価償却費  3,597,163 3,702,833

減損損失  － 777,533

長期前払費用償却額  16,867 28,645

差入保証金と相殺した賃借料  1,241,082 1,440,692

株式報酬費用  7,324 43,946

有形固定資産除売却損  263,667 194,820

店舗閉鎖損失  521,454 153,599

商品整理損失  1,698,046 －

店舗閉鎖損失引当金の増減額
　　　　　　　　　　（減少：△）

 239,297 △123,424

契約解除損失引当金の増加額  300,000 －

リコール損失引当金の増減額
　　　　　　　　　　（減少：△）

 125,000 △125,000

ポイント費用引当金の増加額  46,000 18,000

貸倒引当金の増減額　（減少：△）  △62,272 2,223

賞与引当金の増減額　（減少：△）  158,454 △167,337

退職給付引当金の減少額  △18,546 △11,816

役員退職慰労引当金の増減額
　　　　　　　　　　（減少：△）

 △218,507 28,440

受取利息及び受取配当金  △11,292 △25,427

支払利息  406,884 487,561

売上債権の増減額　　（増加：△）  △495,197 221,344

たな卸資産の増減額　（増加：△）  3,044,768 △930,129

仕入債務の増減額　　（減少：△）  △595,681 1,980,178

未払金の増減額　　　（減少：△）  484,374 △495,481

その他 ※２ △28,331 △244,008

小計  9,270,613 8,316,427

利息及び配当金の受取額  11,346 25,427

利息の支払額  △412,696 △503,148

法人税等の支払額  △704,989 △106,035

営業活動によるキャッシュ・フロー  8,164,274 7,732,670

 

EDINET提出書類

日本トイザらス株式会社(E03339)

有価証券報告書

 58/100



  
前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  － △386,000

有形固定資産の取得による支出  △2,395,445 △1,873,593

無形固定資産の取得による支出  △65,495 △195,727

敷金及び保証金の差入による支出  △564,482 △147,405

敷金及び保証金の回収による収入  818,059 542,671

関係会社株式の取得による支出  △2,200,000 －

関係会社長期貸付金回収による収入  1,950,000 －

貸付による支出  － △1,773,086

その他投資の取得による支出  △20,162 △7,357

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,477,527 △3,840,498

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  △3,700,000 △2,500,000

長期借入金の返済による支出  △880,000 △1,067,262

配当金の支払額  △1,023,675 △340,499

財務活動によるキャッシュ・フロー  △5,603,675 △3,907,761

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  83,072 △15,589

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  693,661 952,439

Ⅶ　関係会社の合併に伴う現金及び現金同
等物の増加額

 175,705 －

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高  ※１ 952,439 936,849
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重要な会計方針

項　　目
前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

 １．有価証券の評価基準及び 

     評価方法

(1）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

 (評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)によっております。

(1）その他有価証券

　　　　同　　　　左

　

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

(1）デリバティブ

時価法

(1）デリバティブ

同　　　　左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

移動平均法による原価法によってお

ります。

(1）商品

同　　　　左

 (2）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法によっ

ております。

(2）貯蔵品

同　　　　左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

残存価額を零とする当社の定めた見

積耐用年数による定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　 20年

工具器具備品　 ５～15年

(1）有形固定資産

同　　　　左

 (2）無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間（５

年）による定額法によっております。

(2）無形固定資産

同　　　　左

 (3）長期前払費用

均等償却しております。

(3）長期前払費用

同　　　　左

 ５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同　　　　左

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同　　　　左

 (2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、当事

業年度に対応する支給見込額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金

同　　　　左
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項　　目
前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（12年）による定

額法により、それぞれの発生の翌事業年

度より費用処理することとしておりま

す。

(3) 退職給付引当金

同　　　　左

 (4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

(4) 役員退職慰労引当金

同　　　　左

 (5) 店舗閉鎖損失引当金

     当事業年度中に閉店もしくは翌事業

年度以降に閉店することが確定した店

舗について、今後発生が見込まれる店舗

閉鎖損失に備えるため、当該見込額を計

上しております。

(5) 店舗閉鎖損失引当金

同　　　　左

 (6) 契約解除損失引当金

　　「サービス契約」の解除に伴う損失に備

えるため、当該見込額を計上しておりま

す。

(6) 契約解除損失引当金

　　　　　　同　　　　左

 (7) リコール損失引当金 

　　 リコール商品の回収・返金に伴う損失

に備えるため、当該見込額を計上してお

ります。

(7）　　　　─────

　

 (8) ポイント費用引当金 

　   ポイントカード及び提携クレジット

カードの利用額に応じて顧客に付与す

るクーポンの使用に基づく費用の発生

に備えるため、当該見込額を計上してお

ります。

(8) ポイント費用引当金 

　　　　　　同　　　　左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同　　　　左

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許資金及び随時引き出し可能な預金で

あります。

　手許現金及び随時引き出し可能な預金で

あり、かつ価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する短期投資からなってお

ります。

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同　　　　左
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会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は30,478,969千円で

あります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

（役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。

　この変更に伴う損益の影響はありません。

（ストック・オプション等に関する会計基準）

　当事業年度より、「ストック・オプション等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第８号　平成17

年12月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号　平成18

年５月31日）を適用しております。

　これにより営業利益及び経常利益がそれぞれ7,324千円減

少し、税引前当期純損失が同額増加しております。

─────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

─────

 

 

 

 

─────
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

　提携クレジットカードの利用額に応じて顧客に付与する

クーポンの使用見積額を、従来流動負債の「未払金」に含

めて表示しておりましたが、ポイントカード導入に伴い、

当事業年度より「ポイント費用引当金」として区分掲記

しております。

　なお、前事業年度における未払金に含まれる当該金額は

30,000千円であります。

　─────

 

 

 

 

 

 

追加情報

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

　当事業年度において、トイザらス・ドット・コム　ジャパ

ン株式会社を吸収合併いたしました。合併期日が平成18年

４月１日のため「企業結合に係る会計基準」は適用してお

りません。

─────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年１月31日）

当事業年度
（平成20年１月31日）

　１．　　　　　　　 ───── ※１．担保提供資産及び担保付債務

　　　定期預金386,000千円について銀行支払保証に対する

質権が設定されております。

２．保証債務 ２．保証債務

    ローンコミットメント     ローンコミットメント

ケー・ケー・ファンディング・コーポレーション ケー・ケー・ファンディング・コーポレーション

2,819,828千円 2,294,418千円

 　３．偶発損失

・サービス契約の解除について

当社は平成18年11月30日をもって日本マクドナル

ド株式会社に対して、下記の「サービス契約」を解除

し、同解除日までの未払ロイヤリティを含む総額５億

円を解除精算金として見積り、同未払ロイヤリティ額

を除く３億円を契約解除損失引当金として計上して

おります。

なお、本件に関しましては、平成19年２月28日付で

日本マクドナルド株式会社より、東京地方裁判所にお

いて「役務提供契約存在確認等請求事件」として当

該契約の現時点における有効性及び同社の契約上の

権利を有する地位であることの確認ならびに未払い

のサービスの対価の支払いを求める訴訟が提起され

ております。従いまして、最終的な当社の総支払い額

は変動する可能性があります。

 

 

 

 

サービス契約

契約の相手方 日本マクドナルド株式会社

契約の内容

 

 

 

 

 

 1）小売店事業の効率的な営業に関

する専門知識・技術の提供 

 2）小売店事業開発に関する用地選

択ならびに不動産開発ノウハウの提

供

 3）販売促進活動にかかるノウハウ

ならびにサービスの提供

対価

 

 

 

 

 

サービス契約で定義された総収入の

0.5％のサービス料を、当社が日本マ

クドナルド株式会社に支払う。

ただし、サービス料率については、契

約締結後５年目以降、サービス内容

との対価性を勘案し、見直す旨の条

項があります。  

契約期間

 

平成12年２月１日より20年間、以降

10年毎の更新 

 　３．偶発損失

・サービス契約の解除について

当社は平成18年11月30日をもって日本マクドナル

ド株式会社に対して、下記の「サービス契約」を解除

し、同解除日までの未払ロイヤリティを含む総額５億

円を解除精算金として見積り、同未払ロイヤリティ額

を除く３億円を契約解除損失引当金として計上して

おります。

なお、本件に関しましては、平成19年２月28日付で

日本マクドナルド株式会社より、東京地方裁判所にお

いて「役務提供契約存在確認等請求事件」として当

該契約の現時点における有効性及び同社の契約上の

権利を有する地位であることの確認ならびに未払い

のサービスの対価の支払いを求める訴訟が提起され

ております。その後、本訴訟は、東京地方裁判所に係属

中であり、平成20年１月31日までに、口頭弁論６回及

び弁論準備１回が開催されております。なお、訴訟の

結果については、現時点で予測することはできませ

ん。従いまして、最終的な当社の総支払い額は変動す

る可能性があります。

サービス契約

契約の相手方 日本マクドナルド株式会社

契約の内容

 

 

 

 

 

 1）小売店事業の効率的な営業に関

する専門知識・技術の提供 

 2）小売店事業開発に関する用地選

択ならびに不動産開発ノウハウの提

供

 3）販売促進活動にかかるノウハウ

ならびにサービスの提供

対価

 

 

 

 

 

サービス契約で定義された総収入の

0.5％のサービス料を、当社が日本マ

クドナルド株式会社に支払う。

ただし、サービス料率については、契

約締結後５年目以降、サービス内容

との対価性を勘案し、見直す旨の条

項があります。  

契約期間

 

平成12年２月１日より20年間、以降

10年毎の更新 

EDINET提出書類

日本トイザらス株式会社(E03339)

有価証券報告書

 64/100



（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※１．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

商品整理損失 1,698,046千円

広告宣伝費 51,047千円

その他 3,206千円

計 1,752,300千円

広告宣伝費 38,707千円

その他 1,955千円

計 40,662千円

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 4,524千円

構築物 71,985千円

工具器具備品 214,394千円

その他 6,036千円

計 296,941千円

建物 51,685千円

構築物 48,574千円

工具器具備品 130,245千円

計 230,505千円

※３．店舗閉鎖損失の内容は次のとおりであります。 ※３．店舗閉鎖損失の内容は次のとおりであります。

建物除却損 301,571千円

構築物除却損 10,907千円

工具器具備品除却損 38,597千円

店舗撤去費用 44,168千円

商品廃棄損 9,007千円

長期前払費用償却 160,572千円

解約違約金 5,530千円

その他 13,311千円

計 583,667千円

建物除却損 107,287千円

工具器具備品除却損 13,951千円

店舗撤去費用 45,288千円

長期前払費用償却 19,821千円

その他 6,964千円

計 193,314千円

※４．　　　　　　 ────── ※４．当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。 

　　　当社は、店舗を基本単位としてグルーピングを行って

おります。

用　途 種　類 場　所  金額（千円）

 店舗（１件） 建物他 沖縄県 218,837

 店舗（１件） 建物他 熊本県 145,975

 店舗（１件）  建物他  北海道 132,567

継続店計 497,379

 店舗（１件）  建物他  兵庫県 65,158

 店舗（１件）  建物他  宮城県 214,995

 閉店予定店計 280,153

 合　　　計 777,533

　　　営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資

産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

497,379千円計上しております。

　　　その内訳は、建物343,122千円、構築物9,101千円、工具器

具備品等145,154千円であります。

　　　また、閉店予定により、今後の使用が見込まれない資産

について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失に280,153千円計上し

ております。

　　　その内訳は、建物191,165千円、構築物10,263千円、工具

器具備品78,725千円であります。

　　　なお、資産グループごとの回収可能価額は、使用価値に

より測定しており、将来キャッシュ・フローを5.5％

で割り引いて算定しております。    
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年２月１日　至平成19年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 34,445,982 － － 34,445,982

合計 34,445,982 － － 34,445,982

自己株式     

普通株式 144,028 － － 144,028

合計 144,028 － － 144,028

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

提出会社 ストック・オプションとして

の新株予約権Ⅰ（注）
－ － 　－ － 　－ 1,820

ストック・オプションとして

の新株予約権Ⅱ（注）
－ － － － － 1,261

ストック・オプションとして

の新株予約権Ⅲ（注）
－ － － － － 1,900

ストック・オプションとして

の新株予約権Ⅳ（注）
－ － － － － 1,284

ストック・オプションとして

の新株予約権Ⅴ（注）
－ － － － － 1,057

合計 － － － － － 7,324

 　　　 （注） 平成19年１月31日現在、新株予約権を行使することができる期間は到来しておりません。

　　　　３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年４月27日

定時株主総会
普通株式 1,029,058 30 平成18年1月31日 平成18年４月27日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月27日

取締役会
普通株式 343,019 利益剰余金 10 平成19年１月31日 平成19年４月11日

当事業年度（自平成19年２月１日　至平成20年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 34,445,982 － － 34,445,982
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前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

合計 34,445,982 － － 34,445,982

自己株式     

普通株式 144,028 － － 144,028

合計 144,028 － － 144,028

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

提出会社 ストック・オプションとして

の新株予約権Ⅰ（注）
－ － － － － 12,745

ストック・オプションとして

の新株予約権Ⅱ（注）
－ － － － － 8,827

ストック・オプションとして

の新株予約権Ⅲ（注）
－ － － － － 13,300

ストック・オプションとして

の新株予約権Ⅳ（注）
－ － － － － 8,992

ストック・オプションとして

の新株予約権Ⅴ（注）
－ － － － － 7,405

合計 － － － － － 51,271

 　　　 （注） 平成20年１月31日現在、新株予約権を行使することができる期間は到来しておりません。

　　　　３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月27日

取締役会
普通株式 343,019 10 平成19年1月31日 平成19年４月11日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月13日

取締役会
普通株式 343,019 利益剰余金 10 平成20年１月31日 平成20年４月９日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成19年１月31日現在） （平成20年１月31日現在）

　　現金及び預金勘定 952,439千円

　　現金及び現金同等物 952,439千円

　　現金及び預金勘定 1,322,849千円

　　預金期間が３ヵ月を超える

　　定期預金
△386,000千円

　　現金及び現金同等物 936,849千円

※２．保証金（建設協力金）に関する会計処理に伴い生

じた受取利息及び長期前払賃借料の償却額は、相殺の

上、その差額を営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示しております。

※２．　　　　　　　同　　　　左

　３. 重要な非資金取引の内容

　　　当事業年度に当社の100％子会社であったトイザらス

・ドット・コム　ジャパン株式会社を吸収合併いたし

ました。合併に伴い引き継いだ資産及び負債の主な内

訳は次の通りであります。

　　　また、合併による資本金の増加及び資本準備金の増加

はありません。 

　　合併により引き継いだ資産・負債

　　流動資産 793,202千円

　　固定資産 469,227千円

　　資産合計 1,262,430千円

　　流動負債 464,217千円

　　負債合計 464,217千円

　　　なお、当合併に伴い、当社の同社に対する投資及び債権

債務につきましては全て相殺消去しております。相殺

消去した主な投資及び債権債務は以下の通りであり

ます。

　　関係会社株式 2,200,000千円

　　関係会社長期貸付金 765,000千円

　３. 　　　　　　　 ─────
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

  (借主側)   (借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 工具器具備品（千円）

取得価額相当額 852,384

減価償却累計額
相当額

270,271

期末残高相当額 582,112

 工具器具備品（千円）

取得価額相当額 941,132

減価償却累計額
相当額

452,338

期末残高相当額 488,794

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１　年　内 170,448千円

１　年　超 418,309千円

計 588,758千円

１　年　内 189,157千円

１　年　超 307,899千円

計 497,056千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 153,111千円

減価償却費相当額 146,893千円

支払利息相当額 8,847千円

支払リース料 190,170千円

減価償却費相当額 182,067千円

支払利息相当額 9,721千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法により算定しております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同　　　　左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

(借主側)

該当事項はありません。 

 　　　　　　 ─────

(借主側)

該当事項はありません。 

(減損損失)

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

有価証券

その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前事業年度（平成19年１月31日） 当事業年度（平成20年１月31日） 

取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 1,440 2,055 615 1,440 1,733 293

小計 1,440 2,055 615 1,440 1,733 293

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 ― ― ― ― ― ―

小計 ― ― ― ― ― ―

合計 1,440 2,055 615 1,440 1,733 293
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（デリバティブ取引関係）

１. 取引の状況に関する事項

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

（1）取引の内容

当社は、外貨建金銭債務に関して為替予約取引を利

用しております。

（1）取引の内容

　　　　　　　同　　　　左

（2）取引に対する取組方針

当社は、財務上発生する為替変動リスクを回避し、財

務活動を効率的に行うために、リスク管理の対象となる

資産または負債の範囲内でデリバティブ取引を利用す

ることとしており、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

（2）取引に対する取組方針

　　　　　　　同　　　　左

（3）取引の利用目的

当社は、継続的に発生する通常の取引範囲内で、外貨

建金銭債務に係る将来の為替相場の変動リスクを回避

する目的で、為替予約取引を利用しております。

（3）取引の利用目的

　　　　　　　同　　　　左

（4）取引に係るリスクの内容

当社の利用しているデリバティブ取引は、取引相手

が契約不履行となることにより被る損失に係る信用リ

スクと、為替相場の変動によって発生する損失に係る

為替リスクを有しております。なお、当社は信用度の高

い金融機関とのみ取引を行っており、信用リスクはほ

とんどないと認識しております。また、当社は、時価の

変動率が大きい特殊なデリバティブ取引は利用してお

りません。

（4）取引に係るリスクの内容

　　　　　　　同　　　　左

（5）取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

（5）取引に係るリスク管理体制

　　　　　　　同　　　　左

（6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでデリバティブ取引における契約額であり、当

該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示

すものではありません。

（6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　　　　同　　　　左

２. 取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

 前事業年度（平成19年１月31日）

  期末残高がないため、該当事項はありません。

 当事業年度（平成20年１月31日）

  期末残高がないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前事業年度

（平成19年１月31日）
当事業年度

（平成20年１月31日）

(1) 退職給付債務（千円） △2,236,547 △2,320,561

(2) 年金資産（千円） 2,143,115 2,015,015

(3) 未積立退職給付債務（1）＋（2） （千円） △93,431 △305,545

(4) 未認識数理計算上の差異（千円） △235,830 △11,900

(5) 貸借対照表計上額純額（3）＋（4） (千円) △329,262 △317,445

(6) 前払年金費用（千円） － －

(7) 退職給付引当金（5）－（6） （千円） △329,262 △317,445

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

(1) 勤務費用（千円） 307,762 312,844

(2) 利息費用（千円） 41,849 44,730

(3) 期待運用収益(減算)（千円） △37,664 △42,862

(4) 数理計算上の差異の費用処理額（千円） △5,447 △14,004

(5) 退職給付費用（千円） 306,499 300,707

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前事業年度

（平成19年１月31日）
当事業年度

（平成20年１月31日）

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(2) 割引率（％） 2.0 2.0

(3) 期待運用収益率（％） 2.0 2.0

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年） 12 12

 

（発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額

法により、それぞれの発生

年度の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。）

（発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額

法により、それぞれの発生

年度の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。）
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自平成18年２月１日　至平成19年１月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成13年

ストック・オプション
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

 

当社の取締役　　　３名

当社の従業員　　  99名

当社の取締役　　　３名

当社の従業員　   275名

当社の取締役　　　３名

当社の従業員　　 301名

ストック・オプション数

 (注)１
普通株式　　 177,300株 普通株式 　　292,200株 普通株式　　 316,800株

付与日 平成13年７月２日 平成14年７月１日 平成15年７月１日

権利確定条件  (注) ２  (注) ３  (注) ３

対象勤務期間

 １年10ヶ月間

（自 平成13年７月２日

  至 平成15年４月26日）

 １年10ヶ月間

（自 平成14年７月１日

  至 平成16年４月25日）

 １年10ヶ月間

（自 平成15年７月１日

  至 平成17年４月25日）

権利行使期間
平成15年４月27日から

平成18年４月26日まで

平成16年４月26日から

平成19年４月25日まで

平成17年４月26日から

平成20年４月25日まで

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプションⅠ

付与対象者の区分及び数

 

当社の取締役　　　３名

当社の従業員　　 320名

当社の取締役　　　３名

当社の従業員　　 333名

当社の取締役　　　１名

 

ストック・オプション数

 (注)１
普通株式　　 315,300株 普通株式　　 335,900株 普通株式　　  50,000株

付与日 平成16年７月１日 平成17年７月１日 平成18年12月１日

権利確定条件  (注) ３  (注) ３  (注) ４

対象勤務期間

 １年10ヶ月間

（自 平成16年７月１日

  至 平成18年４月28日）

 １年10ヶ月間

（自 平成17年７月１日

  至 平成19年４月27日）

 ２年間

（自 平成18年12月１日

  至 平成20年11月30日）

権利行使期間
平成18年４月29日から

平成21年４月28日まで

平成19年４月28日から

平成22年４月27日まで

平成20年12月１日から

平成30年11月30日まで

 
平成18年

ストック・オプションⅡ
平成18年

ストック・オプションⅢ
平成18年

ストック・オプションⅣ

付与対象者の区分及び数

 

当社の取締役　　　１名

 

当社の取締役　　　１名

 

当社の取締役　　　１名

 

ストック・オプション数

 (注)１
普通株式　　　50,000株　　　 普通株式　　　50,000株 普通株式　　　50,000株

付与日 平成18年12月１日 平成18年12月１日 平成18年12月１日

権利確定条件  (注) ４  (注) ５  (注) ６

対象勤務期間

 ３年間

（自 平成18年12月１日

  至 平成21年11月30日）

 １年２ヶ月間

（自 平成18年12月１日

  至 平成20年１月31日）

 ２年２ヶ月間

（自 平成18年12月１日　

  至 平成21年１月31日）

権利行使期間
平成21年12月１日から

平成31年11月30日まで

平成20年４月30日から

平成25年４月29日まで

平成21年４月30日から

平成26年４月29日まで

 
平成18年

ストック・オプションⅤ

付与対象者の区分及び数

 

当社の取締役　　　１名

 

ストック・オプション数

 (注)１
普通株式　　　50,000株
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平成18年

ストック・オプションⅤ

付与日 平成18年12月１日

権利確定条件  (注) ７

対象勤務期間

 ３年２ヶ月間

（自 平成18年12月１日

  至 平成22年１月31日）

権利行使期間
平成22年４月30日から

平成27年４月29日まで

（注）１.株式数に換算して記載しております。

　 なお、平成13年ストック・オプションにつきましては、平成13年11月20日付株式分割（１株につき３株）

  による分割後の株式数に換算して記載しております。

２.平成13年４月26日開催の当社第13期定時株主総会決議及び平成13年６月22日開催の当社取締役会の決議に

  基づき、当社と対象者との間で締結する権利付与契約により定められている要件を満たすこと。

３.(1）権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあること。ただし、任期満了に

     よる退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合（死亡の場合を除く。）はこの限

     りではない。

　 (2）権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていないこと及び

     当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないこと。

４.権利行使時において、当社の代表取締役社長及びＣＥＯの地位にあること。

５.(1）平成20年１月31日に終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定

     されたＥＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

　 (2）平成20年１月31日に当社の代表取締役社長及びＣＥＯの地位にあること。

６.(1）平成21年１月31日に終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定

     されたＥＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

　 (2）平成21年１月31日に当社の代表取締役社長及びＣＥＯの地位にあること。

７.(1）平成22年１月31日に終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定

     されたＥＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

　 (2）平成22年１月31日に当社の代表取締役社長及びＣＥＯの地位にあること。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成13年

ストック・オプション
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション

権利確定前　　　（株）    

前事業年度末 - - -

付与 - - -

失効 - - -

権利確定 - - -

未確定残 - - -

権利確定後　　　（株）    

前事業年度末 133,500 227,200 256,900

権利確定 - - -

権利行使 - - -

失効 133,500 24,900 27,400

未行使残 - 202,300 229,500

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプションⅠ

権利確定前　　　（株）    

前事業年度末 280,600 323,700 -

付与 - - 50,000

失効 3,000 35,200 -

権利確定 277,600 - -

未確定残 - 288,500 50,000

権利確定後　　　（株）    

前事業年度末 - - -

権利確定 277,600 - -

権利行使 - - -

失効 26,100 - -

未行使残 251,500 - -

 
平成18年

ストック・オプションⅡ
平成18年

ストック・オプションⅢ
平成18年

ストック・オプションⅣ

権利確定前　　　（株）    

前事業年度末 - - -

付与 50,000 50,000 50,000

失効 - - -

権利確定 - - -
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平成18年

ストック・オプションⅡ
平成18年

ストック・オプションⅢ
平成18年

ストック・オプションⅣ

未確定残 50,000 50,000 50,000

権利確定後　　　（株）    

前事業年度末 - - -

権利確定 - - -

権利行使 - - -

失効 - - -

未行使残 - - -

 
平成18年

ストック・オプションⅤ

権利確定前　　　（株）  

前事業年度末 -

付与 50,000

失効 -

権利確定 -

未確定残 50,000

権利確定後　　　（株）  

前事業年度末 -

権利確定 -

権利行使 -

失効 -

未行使残 -

②　単価情報

 
平成13年

ストック・オプション
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 4,423 2,864 1,502

行使時平均株価　　　　　（円） - - -

公正な評価単価（付与日）（円） - - -

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプションⅠ

権利行使価格　　　　　　（円） 2,600 1,639 1,255

行使時平均株価　　　　　（円） - - -

公正な評価単価（付与日）（円） - - 437

 
平成18年

ストック・オプションⅡ
平成18年

ストック・オプションⅢ
平成18年

ストック・オプションⅣ

権利行使価格　　　　　　（円） 1,255 1,255 1,255

行使時平均株価　　　　　（円） - - -
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平成18年

ストック・オプションⅡ
平成18年

ストック・オプションⅢ
平成18年

ストック・オプションⅣ

公正な評価単価（付与日）（円） 454 266 334

 
平成18年

ストック・オプションⅤ

権利行使価格　　　　　　（円） 1,255

行使時平均株価　　　　　（円） -

公正な評価単価（付与日）（円） 402

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

 当事業年度において付与された平成18年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下

のとおりであります。

①使用した評価方法　　　ブラック・ショールズ式

②主な基礎数値及び見積方法

 平成18年ストック・オプションⅠ

株価変動性　（注）１ 43.158％

予想残存期間　（注）２ ７年

予想配当　（注）３ 30円/株

無リスク利子率　（注）４ 1.357％

（注）１.  上場後の６年８ヶ月間（平成12年４月25日から平成18年12月１日まで）の株価実績に基づき算定してお

　　 ります。

　　　２.　十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使さ　　

　　 れるものとして推定して見積もっております。

　　　３.　平成18年１月期の配当実績によっております。

　　　４.　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

 平成18年ストック・オプションⅡ

株価変動性　（注）１ 43.158％

予想残存期間　（注）２ ８年

予想配当　（注）３ 30円/株

無リスク利子率　（注）４ 1.457％

（注）１.　上場後の６年８ヶ月間（平成12年４月25日から平成18年12月１日まで）の株価実績に基づき算定してお

　　 ります。

　２.　十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使さ　　　

　　 れるものとして推定して見積もっております。

　３.　平成18年１月期の配当実績によっております。

　４.　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

 平成18年ストック・オプションⅢ

株価変動性　（注）１ 32.558％

予想残存期間　（注）２ ３年11ヶ月

予想配当　（注）３ 30円/株

無リスク利子率　（注）４ 1.027％

（注）１.　３年11ヶ月間（平成14年12月30日から平成18年12月１日まで）の株価実績に基づき算定しております。

　２.　十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使さ　　

　　 れるものとして推定して見積もっております。

　３.　平成18年１月期の配当実績によっております。

　４.　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

 平成18年ストック・オプションⅣ

株価変動性　（注）１ 37.128％

予想残存期間　（注）２ ４年11ヶ月

予想配当　（注）３ 30円/株

無リスク利子率　（注）４ 1.156％
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（注）１.　４年11ヶ月間（平成13年12月28日から平成18年12月１日まで）の株価実績に基づき算定しております。

  ２.　十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使さ

　　 れるものとして推定して見積もっております。

　３.　平成18年１月期の配当実績によっております。

　４.　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。
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 平成18年ストック・オプションⅤ

株価変動性　（注）１ 41.834％

予想残存期間　（注）２ ５年11ヶ月

予想配当　（注）３ 30円/株

無リスク利子率　（注）４ 1.247％

（注）１.　５年11ヶ月間（平成12年12月29日から平成18年12月１日まで）の株価実績に基づき算定しております。

　２.　十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使さ　

　　 れるものとして推定して見積もっております。

　３.　平成18年１月期の配当実績によっております。

　４.　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。

４．財務諸表への影響額

 　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　7,324千円

当事業年度（自平成19年２月１日　至平成20年１月31日）

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

　　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　43,946千円 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

 

当社の取締役　　　３名

当社の従業員　   275名

当社の取締役　　　３名

当社の従業員　　 301名

当社の取締役　　　３名

当社の従業員　　 320名

ストック・オプション数

 (注)１
普通株式　　 292,200株 普通株式　　 316,800株 普通株式　　 315,300株

付与日 平成14年７月１日 平成15年７月１日 平成16年７月１日

権利確定条件  (注) ２  (注) ２  (注) ２

対象勤務期間

 １年10ヶ月間

（自 平成14年７月１日

  至 平成16年４月25日）

 １年10ヶ月間

（自 平成15年７月１日

  至 平成17年４月25日）

 １年10ヶ月間

（自 平成16年７月１日

  至 平成18年４月28日）

権利行使期間
平成16年４月26日から

平成19年４月25日まで

平成17年４月26日から

平成20年４月25日まで

平成18年４月29日から

平成21年４月28日まで

 
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプションⅠ
平成18年

ストック・オプションⅡ

付与対象者の区分及び数

 

当社の取締役　　　３名

当社の従業員　　 333名

当社の取締役　　　１名

 

当社の取締役　　　１名

 

ストック・オプション数

 (注)１
普通株式　　 335,900株 普通株式　　　50,000株 普通株式　　　50,000株

付与日 平成17年７月１日 平成18年12月１日 平成18年12月１日

権利確定条件  (注) ２  (注) ３  (注) ３

対象勤務期間

 １年10ヶ月間

（自 平成17年７月１日

  至 平成19年４月27日）

 ２年間

（自 平成18年12月１日

  至 平成20年11月30日）

 ３年間

（自 平成18年12月１日

  至 平成21年11月30日）

権利行使期間
平成19年４月28日から

平成22年４月27日まで

平成20年12月１日から

平成30年11月30日まで

平成21年12月１日から

平成31年11月30日まで
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平成18年

ストック・オプションⅢ
平成18年

ストック・オプションⅣ
平成18年

ストック・オプションⅤ

付与対象者の区分及び数

 

当社の取締役　　　１名

 

当社の取締役　　　１名

 

当社の取締役　　　１名

 

ストック・オプション数

 (注)１
普通株式　　　50,000株 普通株式　　　50,000株 普通株式　　　50,000株

付与日 平成18年12月１日 平成18年12月１日 平成18年12月１日

権利確定条件  (注) ４  (注) ５  (注) ６

対象勤務期間

 １年２ヶ月間

（自 平成18年12月１日

  至 平成20年１月31日）

 ２年２ヶ月間

（自 平成18年12月１日　

  至 平成21年１月31日）

 ３年２ヶ月間

（自 平成18年12月１日

  至 平成22年１月31日）

権利行使期間
平成20年４月30日から

平成25年４月29日まで

平成21年４月30日から

平成26年４月29日まで

平成22年４月30日から

平成27年４月29日まで

（注）１.株式数に換算して記載しております。

２.(1）権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあること。ただし、任期満了に

     よる退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合（死亡の場合を除く。）はこの限

     りではない。

　 (2）権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていないこと及び

     当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないこと。

３.権利行使時において、当社の取締役の地位にあること。

４.(1）平成20年１月31日に終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定

     されたＥＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

　 (2）平成20年１月31日に当社の取締役の地位にあること。

５.(1）平成21年１月31日に終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定

     されたＥＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

　 (2）平成21年１月31日に当社の取締役の地位にあること。

６.(1）平成22年１月31日に終了する事業年度の監査済みの財務諸表に基づき、日本の会計基準によって算定

     されたＥＢＩＴＤＡが前事業年度対比５％以上であること。

　 (2）平成22年１月31日に当社の取締役の地位にあること。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利確定前　　　（株）    

前事業年度末 - - -

付与 - - -

失効 - - -

権利確定 - - -

未確定残 - - -

権利確定後　　　（株）    

前事業年度末 202,300 229,500 251,500

権利確定 - - -

権利行使 - - -

失効 202,300 30,900 34,100

未行使残 - 198,600 217,400

 
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプションⅠ
平成18年

ストック・オプションⅡ

権利確定前　　　（株）    

前事業年度末 288,500 50,000 50,000

付与 - - -

失効 13,900 - -

権利確定 274,600 - -

未確定残 - 50,000 50,000

権利確定後　　　（株）    

前事業年度末 - - -

権利確定 274,600 - -

権利行使 - - -

失効 28,100 - -

未行使残 246,500 - -

 
平成18年

ストック・オプションⅢ
平成18年

ストック・オプションⅣ
平成18年

ストック・オプションⅤ

権利確定前　　　（株）    

前事業年度末 50,000 50,000 50,000

付与 - - -

失効 - - -

権利確定 50,000 - -
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平成18年

ストック・オプションⅢ
平成18年

ストック・オプションⅣ
平成18年

ストック・オプションⅤ

未確定残 - 50,000 50,000

権利確定後　　　（株）    

前事業年度末 - - -

権利確定 50,000 - -

権利行使 - - -

失効 - - -

未行使残 50,000 - -

②　単価情報

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 2,864 1,502 2,600

行使時平均株価　　　　　（円） - - -

公正な評価単価（付与日）（円） - - -

 
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプションⅠ
平成18年

ストック・オプションⅡ

権利行使価格　　　　　　（円） 1,639 1,255 1,255

行使時平均株価　　　　　（円） - - -

公正な評価単価（付与日）（円） - 437 454

 
平成18年

ストック・オプションⅢ
平成18年

ストック・オプションⅣ
平成18年

ストック・オプションⅤ

権利行使価格　　　　　　（円） 1,255 1,255 1,255

行使時平均株価　　　　　（円） - - -

公正な評価単価（付与日）（円） 266 334 402

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

 当事業年度において付与されたストック・オプションは該当ありません。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年１月31日）

当事業年度
（平成20年１月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動） 千円

未払費用 123,201

未払事業税 40,580

未払事業所税 69,144

未払償却資産税 127,219

商品評価損 915,992

商品廃棄損 29,255

賞与引当金 149,052

店舗閉鎖損失引当金 146,493

契約解除損失引当金 121,320

リコール損失引当金

ポイント費用引当金

50,550

18,602

その他 20,008

繰延税金資産（流動）合計 1,811,420

  

繰延税金負債(流動)  

　前払労働保険料 △12,312

繰延税金負債(流動)合計 △12,312

繰延税金資産(流動)の純額 1,799,107

  

繰延税金資産（流動） 千円

未払費用 106,578

未払事業税 35,731

未払事業所税 66,739

未払償却資産税 117,985

商品評価損 251,938

商品廃棄損 22,907

賞与引当金 81,381

店舗閉鎖損失引当金 33,344

契約解除損失引当金 121,320

ポイント費用引当金

繰越欠損金

25,881

301,283

その他 9,096

繰延税金資産（流動）合計 1,174,189

  

繰延税金負債(流動)  

　前払労働保険料 △10,463

繰延税金負債(流動)合計 △10,463

繰延税金資産(流動)の純額 1,163,725

  

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金 63,123

減価償却超過額 268,511

退職給付引当金 133,153

役員退職慰労引当金 14,537

繰越欠損金 524,891

その他 5,902

小計 1,010,119

評価性引当額 △14,537

繰延税金資産（固定）合計 995,582

  

繰延税金資産（固定）  

貸倒引当金 107,243

減価償却超過額 380,362

減損損失 268,004

債務保証損失 40,549

退職給付引当金 128,375

役員退職慰労引当金 26,039

その他 22,646

小計 973,220

評価性引当額 △154,957

繰延税金資産（固定）合計 818,262

  

繰延税金負債（固定）  

敷金及び保証金 △30,557

特別償却準備金 △110,446

その他有価証券評価差額金 △248

繰延税金負債（固定）合計 △141,252

繰延税金資産（固定）の純額 854,329

  

繰延税金資産の純額 2,653,437

繰延税金負債（固定）  

敷金及び保証金 △88,392

特別償却準備金 △71,817

その他有価証券評価差額金 △118

繰延税金負債（固定）合計 △160,328

繰延税金資産（固定）の純額 657,934

  

繰延税金資産の純額 1,821,660
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前事業年度
（平成19年１月31日）

当事業年度
（平成20年１月31日）

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別の内訳

法定実効税率 40.44％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 △9.09％

住民税均等割 △16.29％

その他 1.71％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.77％

法定実効税率 40.44％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 10.46％

住民税均等割 19.56％

評価性引当額の増減 10.33％

その他 △0.09％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 80.70％

（持分法損益等）

該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自平成18年２月１日　至平成19年１月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等

事業上の
関係

親会社
トイザラス・

インク

米国

ニュー

ジャー

ジー州

 － 持株会社

(被所有)

間接

47.96

兼任

２名 

経営ノウ

ハウ提供

当社借入に対

する債務被保

証

4,512,000 － －

保証料の支払 23,921
未払費

用
19,174

法人主要

株主

日本マクドナ

ルドホール

ディングス株

式会社

東京都

新宿区

24,113

百万円
持株会社

(被所有)

直接

10.42

転籍　

１名 

当社借入

に対する

債務保証

当社借入に対

する債務被保

証

1,128,000 － －

保証料の支払 5,980
未払費

用
4,793

　（注）１．日本マクドナルドホールディングス株式会社の議決権の被所有割合は、直接被所有「10.42％」の他に、退職給

付信託契約上、日本マクドナルドホールディングス株式会社が日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退

職給付信託日本マクドナルド口）に対し、当該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割合

「2.75％」があります。

　２．当社の銀行借入等に対してトイザラス・インク及び日本マクドナルドホールディングス株式会社は債務保証

を行っております。債務保証に対して担保の提供は行っておりませんが、保証料の支払を行っております。保

証率は総貸出し枠に対し0.1％、実行額に対し0.4％であります。

　３．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

(2）役員及び個人主要株主

属性 氏名 住所
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等

事業上の
関係

役員 森内　憲隆 － －

アンダーソ

ン・毛利・

友常法律事

務所パート

ナー及び当

社監査役

なし なし なし 業務の委託 3,993 未払金 2,112

　（注）１．当社とアンダーソン・毛利・友常法律事務所との取引であり、価格等は一般的取引条件によっております。

　２．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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(3）兄弟会社等

属性 会社等の名称 住所
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等

事業上の
関係

親会社の

子会社

トイザラス・

サービス・イ

ンク

米国

ニュー

ジャー

ジー州

100米ドル
知的財産の

管理
なし なし なし

ロイヤリティ

の支払及び

マーケティン

グサポート

フィーの受取

3,874,753 未払金 357,003

親会社の

子会社

ジェフリー・

インターナ

ショナル・エ

ル・エル・

シー

米国

ニュー

ジャー

ジー州

－
知的財産の

管理
なし なし なし

法人主要

株主の子

会社

日本マクドナ

ルド株式会社

東京都

新宿区
100百万円

ハンバー

ガーレスト

ランの経営

なし なし

不動産

サービス

提供

ロイヤリティ

の支払
672,923 未払金 214,088

　（注）１．トイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに対するロイヤリ

ティの支払及びマーケティングサポートフィーの受取は、トイザラスシステムを使用するための対価の支払

及び同システムを使用してマーケティング活動を行うことに対する補助の受取であるため、当該取引金額及

び当該残高については純額で表示しております。

　２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

　(1）トイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに対するロイ

ヤリティの支払は、商標を認知する小売店舗及び電子商取引における総収入の３％であります。

　(2）トイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに対するマー

ケティングサポートフィーの受取は、ライセンス契約で定義された総収入の１％であります。

　(3）日本マクドナルド株式会社に対するロイヤリティの支払は、サービス契約で定義された総収入の0.5％で

あります。

　３．取引金額には消費税等は含まれておらず、事業年度末残高には消費税等が含まれております。

当事業年度（自平成19年２月１日　至平成20年１月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等

事業上の
関係

親会社
トイザラス・

インク

米国

ニュー

ジャー

ジー州

 － 持株会社

(被所有)

間接

47.96

兼任

２名 

経営ノウ

ハウ提供

当社借入に対

する債務被保

証

3,808,000 － －

保証料の支払 20,397
未払費

用
16,354

法人主要

株主

日本マクドナ

ルドホール

ディングス株

式会社

東京都

新宿区

24,113

百万円
持株会社

(被所有)

直接

10.42

なし

当社借入

に対する

債務保証

当社借入に対

する債務被保

証

952,000 － －

保証料の支払 5,099
未払費

用
4,088

　（注）１．日本マクドナルドホールディングス株式会社の議決権の被所有割合は、直接被所有「10.42％」の他に、退職給

付信託契約上、日本マクドナルドホールディングス株式会社が日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退

職給付信託日本マクドナルド口）に対し、当該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割合

「2.75％」があります。

　２．当社の銀行借入等に対してトイザラス・インク及び日本マクドナルドホールディングス株式会社は債務保証

を行っております。債務保証に対して担保の提供は行っておりませんが、保証料の支払を行っております。保

証率は総貸出し枠に対し0.1％、実行額に対し0.4％であります。

　３．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

(2）兄弟会社等
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属性 会社等の名称 住所
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等

事業上の
関係

親会社の

子会社

トイザラス・

サービス・エ

ル・エル・

シー

米国

ニュー

ジャー

ジー州

100米ドル
知的財産の

管理
なし なし なし

ロイヤリティ

の支払及び

マーケティン

グサポート

フィーの受取

3,809,097 未払金 313,910

親会社の

子会社

ジェフリー・

インターナ

ショナル・エ

ル・エル・

シー

米国

ニュー

ジャー

ジー州

－
知的財産の

管理
なし なし なし

法人主要

株主の子

会社

日本マクドナ

ルド株式会社

東京都

新宿区
100百万円

ハンバー

ガーレスト

ランの経営

なし
転籍　

１名

不動産

サービス

提供

ロイヤリティ

の支払
－ 未払金 214,088

　（注）１．トイザラス・サービス・エル・エル・シー及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに対す

るロイヤリティの支払及びマーケティングサポートフィーの受取は、トイザラスシステムを使用するための

対価の支払及び同システムを使用してマーケティング活動を行うことに対する補助の受取であるため、当該

取引金額及び当該残高については純額で表示しております。

　２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

　(1）トイザラス・サービス・エル・エル・シー及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに

対するロイヤリティの支払は、商標を認知する小売店舗及び電子商取引における総収入の３％でありま

す。

　(2）トイザラス・サービス・エル・エル・シー及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに

対するマーケティングサポートフィーの受取は、ライセンス契約で定義された総収入の１％でありま

す。

　３．取引金額には消費税等は含まれておらず、事業年度末残高には消費税等が含まれております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１株当たり純資産額 888円55銭

１株当たり当期純損失金額 35円18銭

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

１株当たり純資産額 886円19銭

１株当たり当期純利益金額 ７円65銭

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額　:   

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △1,206,843 262,327

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）　（千

円）
△1,206,843 262,327

期中平均株式数（株） 34,301,954 34,301,954

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

旧商法第280条ノ20及び

280条ノ21並びに会社法

361条の規定による新株

予約権９種類（新株予約

権の数12,218個）

これらの詳細については、

「第４　提出会社の状況、

１　株式等の状況、(2) 新株

予約権等の状況」に記載

のとおりであります。

旧商法第280条ノ20及び

280条ノ21並びに会社法

361条の規定による新株

予約権８種類（新株予約

権の数9,125個）

これらの詳細については、

「第４　提出会社の状況、

１　株式等の状況、(2) 新株

予約権等の状況」に記載

のとおりであります。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日）

当事業年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１. サービス契約の解除について

　当社は平成18年11月30日をもって日本マクドナルド株

式会社との「サービス契約」を解除いたしましたが、平

成19年２月28日付で同社より、東京地方裁判所において

「役務提供契約存在確認等請求事件」として契約の有

効性を求める訴訟が提起されております。詳細につきま

しては、「注記事項」の「貸借対照表関係 ３．偶発損

失」に記載しております。

２. 商品の回収について

　当社が輸入販売した乳幼児向け玩具の一部に、食品衛

生法で使用が禁止されている「フタル酸ビス」が含ま

れていることが判明したことを受け、同法の指定に該当

する189種類の乳幼児向け玩具の全てについてその後自

主的に出荷・販売を停止し、検査を実施いたしました。

その結果、平成19年３月26日に10種類の玩具の一部に、

「フタル酸ビス」が含まれている事が判明し、翌27日よ

り回収を実施しております。この関連に伴う費用を、約

60百万円見込んでおります。

３. 店舗の閉鎖について

　当社は平成19年４月23日に尼崎店（兵庫県尼崎市）に

ついて、店舗所有者との間で退店に関する合意に達しま

した。閉店日は平成19年５月６日を予定しており、この

退店に伴う固定資産の除却等により、約185百万円の店

舗閉鎖関連損失を見込んでおります。

　　 　　　　　　　  ─────
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

日本マクドナルドホールディングス

株式会社
1,000 1,733

計 1,000 1,733

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高
（千円）

有形固定資産        

建物 33,063,177 916,143 2,688,464 31,290,856 12,209,481 1,780,548 19,081,374

   (534,288)     

構築物 1,228,147 25,599 89,625 1,164,121 493,956 63,791 670,164

   (19,365)     

機械装置 2,041,974 1,523,934 2,569 3,563,340 1,642,405 212,158 1,920,935

   (2,569)     

車両運搬具 112,456 － 230 112,226 91,916 10,159 20,309

工具器具備品 16,570,267 668,423 654,067 16,584,624 8,205,892 1,274,527 8,378,731

   (221,311)     

建設仮勘定 124,219 154,395 278,615 － － － －

有形固定資産計 53,140,244 3,288,496 3,713,572 52,715,167 22,643,653 3,341,186 30,071,514

   (777,533)     

無形固定資産        

ソフトウェア 2,065,876 138,471 623,831 1,580,516 911,638 361,646 668,878

電話加入権 82,365 － － 82,365 － － 82,365

無形固定資産計 2,148,242 138,471 623,831 1,662,882 911,638 361,646 751,244

長期前払費用 4,101,117 10,513 535,488 3,576,141 40,391 15,965 3,535,749

繰延資産        

- － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

   (注)１．前事業年度以前に計上した資産について勘定科目の移動があり、以下の金額を当期の増減に含めています。

建物　1,516,520千円減、機械装置　1,516,520千円増

 　　２．当期増加額のうち主なもの     

 　　　　　 ①建物

　　　　 　なんばパークス店 135,866千円、ベビーザらス蘇我店 142,526千円、         

　　　　 　ベビーザらス港北ニュータウン店 181,359千円、加古川店 85,987千円、       

　　　　 　那覇新都心店 56,286千円、岡崎店 103,931千円、新潟店 68,390千円      

    ②工具器具備品

　 なんばパークス店 75,711千円、ベビーザらス蘇我店 94,553千円、         

　 ベビーザらス港北ニュータウン店 105,685千円、加古川店 52,888千円、       

　 那覇新都心店 48,461千円、岡崎店 75,886千円、新潟店 43,607千円       

３．当期減少額のうち主なもの  

　  閉鎖店舗の設備除却

 　  ①建物

　　宇治店 219,803千円、尼崎店 171,643千円

 　  ②工具器具備品
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　　宇治店 58,659千円、尼崎店 41,443千円

 　　　　 建設仮勘定の当期減少額は各有形固定資産科目への振替額であります。     

 ４．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 17,100,000 14,600,000 0.872 －

１年以内に返済予定の長期借入金 880,000 880,000 2.673 －

長期借入金（１年以内に返済予定のも

のを除く。）
16,260,000 15,380,000 1.647 平成23年～平成26年

その他の有利子負債 － － － －

合計 34,240,000 30,860,000 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年間の返済予

定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 880,000 12,380,000 880,000 720,000

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金　　　（注）１ 703,295 9,183 － 6,960 705,519

賞与引当金　　　（注）２ 368,576 201,239 368,576 － 201,239

店舗閉鎖損失引当金 362,250 82,455 353,527 8,722 82,455

契約解除損失引当金 300,000 － － － 300,000

リコール損失引当金　　　　

　　　　　　　　（注）３
125,000 － 122,943 2,056 －

ポイント費用引当金　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　（注）４

46,000 64,000 － 46,000 64,000

役員退職慰労引当金 35,949 28,440 － － 64,389

　　（注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、見積額の減少によるものであります。

２．店舗閉鎖損失引当金の当期減少額（その他）は、未使用分の取崩しによるものであります。

３．リコール損失引当金の当期減少額（その他）は、未使用分の取崩しによるものであります。

４．ポイント費用引当金の当期減少額（その他）は、洗替えによるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 760,041

預金の種類  

当座預金 141,826

普通預金 18,297

定期預金 386,000

別段預金 16,683

小計 562,808

合計 1,322,849

２）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ジェーシービー 394,582

ユーシーカード㈱ 374,439

イオンクレジットサービス㈱ 266,760

㈱クレディセゾン 241,153

三井住友カード㈱ 221,590

その他 525,617

合計 2,024,140

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

2,245,484 54,639,775 54,861,119 2,024,140 96.44 14.26

　（注）当期発生高には消費税等が含まれております。
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３）商品

品目 金額（千円）

玩具 5,175,493

ベビー用品 7,663,662

スポーツ用品・自転車 1,456,546

エンタテインメント 4,072,930

その他 2,806,727

合計 21,175,360

４）貯蔵品

品目 金額（千円）

商品券 103,770

ショッピングバッグ 29,197

店舗用輸入資材 53,648

店舗用国内資材 32,037

その他 37,306

合計 255,961

５）敷金及び保証金

区分 金額（千円）

店舗保証金 14,041,160

店舗敷金 12,540,712

その他 612,638

合計 27,194,511

②　負債の部

１）買掛金

相手先 金額（千円）

㈱ユーエース 3,476,568

㈱ハピネット 2,867,372

㈱セガトイズ 1,358,638

㈱エヌ・アール・エス 1,120,905

レゴジャパン㈱ 821,126

その他 16,965,141

合計 26,609,751

２）短期借入金

相手先 金額（千円）

㈱みずほ銀行 5,300,000

住友信託銀行㈱ 4,200,000

㈱三井住友銀行 3,000,000
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相手先 金額（千円）

㈱横浜銀行 1,400,000

㈱千葉銀行 700,000

合計 14,600,000

３）長期借入金

相手先 金額（千円）

日本政策投資銀行 3,880,000

㈱みずほ銀行 6,500,000

㈱三井住友銀行 3,000,000

住友信託銀行㈱ 2,000,000

合計 15,380,000

（３）【その他】

　 該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ２月１日から１月31日まで

定時株主総会 ４月中

基準日 １月31日

株券の種類 100株券　500株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日

１月31日

上記のほか、会社法459条第１項各号に掲げる事項を取締役会の決議によっ

て定めることができる旨を定款で定めている。

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

　住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

　住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  株主名簿管理人事務取扱場所及び同取次所において行う。

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

　住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

　三住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典

毎年１月31日現在の株主及び実質株主に対し、年１回、所有株式数に応じて

以下のとおりトイザらスギフトカードを贈呈する。

　　100株以上　　　3,000円相当（1,000円券、３枚）

　　200株以上　　　6,000円相当（1,000円券、６枚）

　　300株以上　　　9,000円相当（1,000円券、９枚）

　　400株以上　　 12,000円相当（1,000円券、12枚）

　　500株以上　　 15,000円相当（1,000円券、15枚）
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

  (1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第19期）（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）平成19年４月26日関東財務局長に提出

  (2) 半期報告書

　　　　　（第20期中）　　　（自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日）平成19年10月５日関東財務局長に提出

  (3) 臨時報告書

　　　　　平成20年１月21日関東財務局長に提出

　　　　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成１９年４月２６日

日本トイザらス株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 橋本　正吉　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮入　正幸　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 石黒　一裕　　印

 

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ト

イザらス株式会社の平成１８年２月１日から平成１９年１月３１日までの第19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本トイザら

ス株式会社の平成１９年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年４月２４日

日本トイザらス株式会社   

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西岡　雅信　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 築出　喜和　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　　努　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本トイザらス株式会社の平成１９年２月１日から平成２０年１月３１日までの第２０期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本トイザら

ス株式会社の平成２０年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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